
（様式①）

[　経済局　] ５款１項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

人件費 1,644,253 1,644,253 1,630,259 1,630,259 13,994 13,994

経済総務事務費 16,825 6,145 19,410 8,333 △ 2,585 △ 2,188

横浜経済活性化推進事業 10,819 8,919 13,313 11,413 △ 2,494 △ 2,494

計 1,671,897 1,659,317 1,662,982 1,650,005 8,915 9,312

事　業　計　画　書　目　次

増△減（２－元）
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規
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充
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令和２年度 令和元年度



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
１　総務事務費

局内の連絡調整、各種とりまとめ、研修等を行います。
・連絡調整に係る経費の執行（旅費、自動車借上げ、公共料金、携帯電話、ＥＴＣ等）
・転入職員や責任職を含む経済局職員を対象とした研修の実施
コピー機等の消耗品経費や備品の購入など各種経費を支出します。

２　人権啓発研修費
「横浜市職員人権啓発研修推進要綱」に基づき、経済局人権啓発推進委員会を中心として、人権啓発の一層の推進を図り

ます。

・人権啓発講演会…職員の人権に対する意識を高め、正しい意識と知識と理解を図るため、全職員を対象として実施します
・指導者研修…人権啓発研修の指導者として、自ら資質向上のため、係長級以上の職員を対象として実施します。

３　人材育成費
現場目線・市民目線・企業目線で情報を収集し、経済局の事業の活性化につなげるとともに
多様な観点から総合的に物事を捉えることができる職員の育成につなげます。
・外部研修…専門的な知識を身につけ業務の円滑な遂行につなげるため、民間企業や大学等の外部機関で

実施している講座の受講や、外部講師を招いて局内職員向けの研修等を実施します。
・視察研修…情報のアンテナを広げ、現場の声や経済の動きに敏感に反応するために、先進事例等の視察を行います。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

随時

研修等の受講

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】

横浜市職員人権啓発研修推進要綱

【 根拠とするデータ等 】

横浜市人権施策基本指針　横浜市人材育成ビジョン　経済局人材育成ビジョン

（ 局 － ）

△ 700

平成24年度（以前は経済観光総務事務費として計上）

3月
総務事務費

人権啓発研修費 県外研修 講演会 職員研修
人材育成費

合計 16,825 19,410 △ 2,585

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 総務

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-1
１

政策番号 主な施策番号

経済総務事務費 令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入 使用料・他 市債 一般財源

令和２年度 16,825 0 6,901 3,779 6,145
補助事業
単独事業 補助率

8,333
増△減 △ 2,585 0 0 30 △ 427 0 △ 2,188

決
算

26,237 16,407

令和元年度 19,410 6,871 4,206

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出

15,026
24,586 14,755 5,929

令和３年度 令和４年度
予
算

32,334 21,150 20,106 予
算

16,825 16,825
31,067 17,673 14,792 6,145 6,145

総務事務費 15,009 16,285 △ 1,276

人権啓発研修費 386 425

経済

課長 係長 庶務係

本資料は、公正・適正に作成しました。 伊藤　敏孝 近藤　陽介 宮澤　果歩

△ 39

2月

人材育成費 1,430 2,000 △ 570
指定都市経済局長会議費 0 700

R元年度 差引

H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R元年度見込

R２年度 説明

R2年度見込 R3年度見込
決算額（千円） 26,237 16,407 15,026 19,410 16,825 16,825

令和元年度横浜市開催
執行実績に基づく見直し
執行実績に基づく見直し
庶務デスク集約、実績に基づく見直しの減

中期計画-３８の政策
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(様式３－３）

［ 区 課] （関連局課名： 局 課）

5 款 1 項 2 目 中期計画-38の政策

中期計画-行政運営

中期計画-財政運営
新規・拡充 ○
視点 1
区提案調書番号 3

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

【事業の概要及び令和２年度実施内容】

【 事業の目的・必要性】

○将来人口推計 ○昼夜間人口比率（平成27年）

○人口動態（平成30年中）
○就業地の割合

 ○市外転出者意識調査（平成29年度実施）

【令和２年度実施内容と期待される効果】

【事業費の内訳】

【事業スケジュール】

【事業開始年度】

令和２年度

【後年度負担における区局の役割】

モデル事業として着手し、将来的には経済局において事業化を目指す

【根拠法令】

なし

【根拠とするデータ等】

平成27年国勢調査、平成30年中の人口動態（第15表）、横浜市将来人口推計、横浜市外転出者意識調査（政策局）

【関係局の意見】

郊外部の働く場の創出は重要な取組と捉えており、関係区局と連携しながら検討を行う

係

係

（ 区 － ）

賃料、内装工事費等の助成オフィス等の立地助成
合計

局
課長 係長

竹井　康之 齋藤　勝利 森川　琢也 

企画調整
区

課長 係長

オフィス等開設準備 事業開始
９月 10月 11月 12月 ２月 ３月

　本資料は、公正・適正に作成しました。
鈴木　康介 中川　譲

令和２　年　度　事　業　計　画　書

２年度（B）

事業評価書
番号

金　額

0

財　源　内　訳

差引（C=B-A）

片山　優也

歳出 令和３年度
予
算

10,000 10,000
10,000 10,000

歳出 28年度

決
算

予
算

0
0

10,000 0 0 0 0
0

単独事業
令和元年度 0

青葉 区政推進

事  業  名 特記事項

経済 企業誘致・立地

中期計画-38の政策

政策番号

郊外部における働く場の創出事業

主な施策番号

令和２年度

補助率

青葉

10,000
0

0 10,000

0

令和４年度30年度

0

増△減

事業評価書
番号

一般財源
一 般 財 源 等

市債

0

　2019年をピークに人口減少が始まるとされている中、社会移動では東京都区部への転出超過が非常に多くなっている。ま
た、市外転出のきっかけは「仕事」が最も多くなっており、ワークライフバランスの視点などからも社会的に「職住近接」の
ニーズが高まっている。このような状況から、「職住近接」に対応した「働く場」を郊外部に設けることにより、東京都区部
への転出超過の抑制を図り、かつ本市の活力を維持・向上させることを目的とする。

　ビジネスに必要な設備をあらかじめ備えた共有型の貸事務所であるシェアオフィスやコワーキングスペースなどが、多様な
働き方に対応できることから需要が高まっている。みなとみらい21地区や横浜駅周辺地区などのビジネスエリアでは、企業立
地の受け皿として利用されているが、住宅地である郊外部においては、少人数や個人の利用も想定される。
　そこで、関係区と連携して地域の状況を踏まえたオフィス等の立地を助成金により誘導し、郊外部における働く場を創出す
るとともに、今後の企業誘致の受け皿としての有効性についての検証を行う。

国 県
区　分

10,000 0

29年度

補助事業

事業者の募集・選定
４月 ５月 ６月 ７月 ８月

0 10,000 10,000
0 10,000 10,000

元年度（A）

１月

説　　　　明















（様式①）

[経　済　局] ５款１項３ 目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 中小製造業成長力強化事業 137,993 113,193 159,663 141,809 △ 21,670 △ 28,616 ○

2 ものづくり経営基盤強化事業 179,681 172,636 207,096 200,568 △ 27,415 △ 27,932 ○ ○

3 小規模事業者への支援強化事業 32,000 32,000 40,000 40,000 △ 8,000 △ 8,000 ○

4 ＬＩＮＫＡＩ横浜金沢活性化推進事業 3,000 3,000 4,000 4,000 △ 1,000 △ 1,000 ○

5 知的財産戦略推進事業 11,250 11,250 11,830 11,830 △ 580 △ 580 ○

6 工業技術支援センター事業 95,198 50,000 103,665 60,019 △ 8,467 △ 10,019 ○

7 ＩｏＴ推進産業活性化事業 25,400 25,400 49,900 49,900 △ 24,500 △ 24,500 〇

8 次世代産業創出事業 59,806 29,903 65,000 32,500 △ 5,194 △ 2,597 〇

9
「イノベーション都
市・横浜」発信事業

32,000 32,000 35,000 35,000 △ 3,000 △ 3,000 〇

10
横浜ライフイノベー
ションプラットフォー
ム推進事業

228,237 185,351 233,769 217,669 △ 5,532 △ 32,318

（１）企業・大
学・研究機関ネッ
トワーク化推進事
業

52,392 52,392 67,597 67,597 △ 15,205 △ 15,205 〇

（２）中小・ベン
チャー企業等支援
事業

80,769 80,769 82,296 82,296 △ 1,527 △ 1,527 〇 〇

（３）健康経営・
ヘルスケアビジネ
ス推進事業

10,030 5,015 13,000 6,500 △ 2,970 △ 1,485 〇

（４）バイオ産業
活性化事業

59,876 25,005 59,876 53,276 0 △ 28,271 〇

（５）グローバル
パートナーシップ
事業

25,170 22,170 11,000 8,000 14,170 14,170 〇 〇

11 特区推進事業 2,600 2,600 2,500 2,500 100 100 〇

12 減債基金積立金（市工連） 2,770 0 2,798 0 △ 28 0

13 ＭＩＣＥ関連産業強化事業 0 0 3,920 3,920 △ 3,920 △ 3,920

計 809,935 657,333 919,141 799,715 △ 109,206 △ 142,382

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和２年度 令和元年度 増△減（２－元） 38
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策
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(様式②－1）

［ 局 課 ・ 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

１　小規模事業者出張相談事業 千円

２  小規模事業者設備投資助成事業 千円

【 実績及び今後見込み 】
小規模事業者設備投資助成事業（実績・見込）

【 事業費の内訳 】

【 根拠法令 】

１ 小規模事業者出張相談事業

中小企業支援法（平成12年制定）、公益財団法人横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

２ 小規模事業者設備投資助成事業

【 根拠となるデータ等 】

経済センサス－基礎調査

（ 局 － ）

一般財源

ものづくり支援

1

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

小規模事業者への支援強化事業 1 3 令和元年度
事業評価書

番号

市債

令和２年度 32,000 0 32,000

単独事業 補助率
補助事業

40,000
増△減 △ 8,000 0 0 0 0 0 △ 8,000

令和元年度 40,000

決
算

令和４年度
予
算

予
算

32,000 32,000
歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。
中村　隆幸
高柳　友紀

越尾　敬一郎
矢野　虎鉄

飯村　勝
三澄　翔太

32,000 32,000

　市内企業数の９割を超える中小企業のうち、小規模事業者※は８割を超えています。これらの小規模事業者を対象とした
相談対応や設備導入助成の支援を強化することで、横浜の経済基盤の安定と成長発展につなげていきます。

※小規模事業者：中小企業基本法の「小規模企業者」を指します。

16,000

年度 R1(見込） R2（見込）
件数 200件 160件

助成金額 20,000千円 16,000千円 16,000千円

横浜市小規模事業者設備投資助成制度要綱

16,000

　　合 計 32,000 40,000 △ 8,000

R2年度 R1年度 差　引 説 明

R3（見込）
160件

　小規模事業者に、支援の入口である「相談」を気軽に利用いただくことを目的として公益財団法人横浜企業経営支援財団
の小規模事業者支援チームが、支援を求める小規模事業者の現場へ出向く出張型の相談対応を行います。
　あわせて小規模事業者の企業カルテシステムにデータを蓄積・分析等を行うことで効果的な周知及び相談対応等に活かし
ていきます。

　小規模事業者が業務改善や生産性向上のために導入する少額の設備にかかる経費を助成します。

２ 小規模事業者設備投資助成事業

１ 小規模事業者出張相談事業 16,000 20,000 △ 4,000
企業カルテシステム初期導
入費用の減

16,000 20,000 △ 4,000
商業振興費で4,500千円の
増を見込む





 
ものづくり支援  





(様式②－1）

［ 局 ]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
　１　事業の概要

　２　実施内容
(1) 表面処理技術に関する技術的支援 千円

(2) 産業デザイン支援 千円

(3) 技術者育成支援 千円

(4) 支援センター管理運営 千円

(5) ３Ｄ技術支援 千円

【 実績の推移・今後見込み 】

　１　表面処理技術に関する技術的支援
(1)依頼試験（依頼者測定含む） (単位：件/千円）

件数 収入

2,587 15,824 (3,055) (18,035) (3,244) (18,297) (3,244) (18,297)

件数 収入 件数 収入 件数 収入

44,105
工業技術支援センターが入居する金沢ハイテクセンターは、公共棟と一般棟からなり、公共棟は本市を含め2者で区分所

有しています（一般棟を含め3者）。このため、施設管理に必要な経費は、全体共用部分及び本市専有部分のうち全体共用
部分と分離して管理することが不可能な部分の合計を管理費負担金として支出し、負担割合は区分所有比率(12.8%)により
按分します。
　なお、全体共用部分の内容は、警備保安業務、設備運転業務、駐車場管理業務、設備保守整備業務、環境衛生管理業務、
清掃業務、特定機器保守費等となっています。このほか、支援センター専有部分の維持管理に必要な施設等の保守点検、清
掃等を行います。

130
３Ｄ－ＣＡＤデータの作成及び３Ｄプリンターによる造形作業を実施するとともに、出力サービス等を行う関係機関など

と連携することにより、市内中小製造業における３Ｄ技術の活用を支援します。

30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

50,000 50,000

令和４年度

11,417
中小企業の新商品開発や販売促進等をデザイン面から支援するため、デザイン相談やデザイン調製を行い、中小企業のデ

ザイン活用の推進を図ります。また、産学連携の一環として、新たな商品展開を考えている市内中小企業がテーマを提示
し、教育機関の学生が自らの感性を活かして商品企画やデザイン等の提案に取り組むデザイン産学を実施します。
　横浜スカーフについては、アーカイブ資料の利活用を進め、新たな商品開発につなげるよう推進します。
　デザイン相談業務については、センター内嘱託員が実施します。

113,429 107,790 予
算

95,198
歳出

103
先端技術の基礎となるめっき技能士の育成に向け、関係団体と連携して講習会や検定試験を実施し、技術力の向上を図り

ます。また、これからのものづくりを支える中核技術者の育成に向け、地元大学や神奈川県、関係団体等と連携してセミ
ナーや講習会等を行い、中小企業の技術力の向上や高度化を図ります。

79,808 83,224

工業技術支援センター

　市内中小企業への技術支援の拠点として、表面処理技術を中心とした試験分析や技術相談、産業デザイン支援、技術者育
成支援などを行い、中小企業の技術力の強化や技術の高度化を支援します。

39,443

　また、公設試験機関の広域連携を推進し、中小企業に対する技術支援を強化するとともに、中小企業の海外展開を支援す
るために、広域首都圏（１都10県１市）の公設試験機関で組織されるMTEP（広域首都圏輸出製品技術支援センター）の会員
として、他の公設試と連携して相談事業等の中小企業支援を実施します。

表面処理技術（めっき、ドライプロセス等の技術）を中心に、材料や部材の品質管理、耐久性、不具合の原因究明などに
関する試験分析や技術相談等を行い、中小企業の円滑な生産活動や技術開発を支援します。 依頼者自身が測定を行うこと
ができる試験分析機器等を１つのスペースに集約するなどし、利便性を高めます。

124,266

決
算

119,697 105,117 105,781
73,849

95,198
78,207 70,082

予
算 67,466

平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

103,665 4 60,019
増△減 △ 8,467 0 0 1 1,551 0 △ 10,019

令和元年度 43,642
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 95,198 0 5 45,193 50,000

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入 その他 市債 一般財源

1 1

8 2 令和元年度
事業評価書

番号

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-3
5

政策番号 主な施策番号

工業技術支援センター事業



(2)技術相談件数　　（単位：件）

　２　産業デザイン支援

(1)デザイン調製等件数・収入　（単位：件/千円）

※H24.10からデザイン嘱託員２名

(2)デザイン相談件数　　（単位：件・回）

(3)デザイン産学実績

　３　技術者育成支援

(1)基盤技術者育成 講習会・検定受講者数

※基礎講習会は平成24年度より実施

(2)中核技術者等育成支援

(3)その他セミナー参加者数（サイエンスサマー、子どもアドベンチャー、企業向けセミナー）

　４　３Ｄ技術支援 （単位：件/千円）

【 事業費の内訳 】
（単位：千円）

【 事業スケジュール 】

・表面処理技術に関する技術的支援 通年
・広域首都圏公設試験機関連携推進事業（専門相談員配置等：通年）

・産業デザイン支援 ・デザイン調製：通年
・デザイン産学：4～12月実施、成果発表：12月、次年度募集開始：1月
・デザイン相談：通年

・基盤技術者育成支援 ・基礎講習会：4月
・技能検定実技予備講習：6月
・技能検定実技試験：7月
・学科予備講習：8月
・基礎級技能検定：随時

・中核技術者等育成支援 通年
・その他のセミナー等 通年
・支援センター維持・管理業務 通年
・３Ｄ技術支援 通年

【 事業開始年度 】

平成6年2月　中小企業指導センター支所を横浜市工業技術支援センター（金沢区福浦）として移転・開設

130 200 △ 70 事務経費の見直し
　　合 計 95,198 103,665 △ 8,467
(5)３Ｄ技術支援

(3)技術者育成支援 103 118 △ 15 事業見直しによる経費の見直し
(4)支援センター管理運営 44,105 46,752 △ 2,647 委託項目の見直し等による

(1)表面処理技術に関する技術的支援 39,443 45,426 △ 5,983 リース機器見直し等による
(2)産業デザイン支援 11,417 11,169 248 隔年契約する経費の増

２年度 元年度 差　引 説 明

(50)
計 208 521 (206) (1,024) (206) (1,024) (206) (1,024)

(194) (974)
(50) (12)３Ｄ－ＣＡＤ 37 152 (12) (50) (12)

収入 件数 収入
３Ｄプリンター 171 369 (194) (974) (194) (974)

30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込
件数 収入 件数 収入 件数

年度 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

件数 202人 (185) (185) (185)

30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

講習会受講者数 90人 (90人) (90人) (90人)

検定受検者数 111人 (111人) (111人) (111人)

計 287人 287人 287人 287人

30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

講習会受講者数 176人 (176人) (176人) (176人)

年　　度 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

テーマ数 6 7 未定 未定

年　　度 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

件数/回数 108 (100) (100) (100)

(133)

計 131 1128 154 1,453 154 1,453 154 1,453

(118) (1,320)

そ　の　他 35 130 (36) (133) (36) (133) (36)

収入 件数 収入

デザイン調製 96 998 (118) (1,320) (118) (1,320)

30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

件数 収入 件数 収入 件数

元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

件　　数 3,986 (3,986) (4,000) (4,000)

年　　度 30年度実績



【 根拠法令 】

横浜市工業技術支援センター条例

横浜市工業技術支援センター条例施行規則

基盤技術者育成事業に関する実施要綱

横浜市工業技術支援センター内「Y-TEDオフィス」の目的外使用許可に関する要綱

（ 局 － ）経済

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 高家　達朗 宮川　拓哉 山本　恭子
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(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

　１　企業・大学・研究機関ネットワーク化推進事業

　２　ライフイノベーション分野産学連携等推進事業
(1) ライフイノベーション分野産学連携等推進事業費（横浜市立大学）

LIP.横浜の中核的な機関である横浜市立大学が持つ研究シーズを活用し、産学連携等の取組を推進します。
(2) ライフイノベーション分野産学連携等推進事業費（理化学研究所）

LIP.横浜の中核的な機関である理化学研究所が持つ研究シーズを活用し、産学連携等の取組を推進します。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】
説明

企業・大学・研究機関ネットワーク化推進事業
事業の見直しによる減
事業の見直しによる減

広報・PR等 事業の見直しによる減

【 事業スケジュール 】
１　企業・大学・研究機関ネットワーク化推進事業

２　ライフイノベーション分野産学連携等推進事業

【 事業開始年度 】

平成28年度

【 根拠法令 】

ライフイノベーション分野産業連携等推進事業費（横浜市立大学）補助金交付要綱

ライフイノベーション分野産業連携等推進事業費（理化学研究所）補助金交付要綱

　　やセミナー開催などの取組を推進します。

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 ライフイノベーション推進

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-3
11

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

1 3

2 1 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

横浜ライフイノベーションプラッ
トフォーム推進事業
(1)企業・大学・研究機関ネット
ワーク化推進事業

8 7

令和２年度 52,392 0 52,392

単独事業 補助率
補助事業

67,597
増△減 △ 15,205 0 0 0 0 0 △ 15,205

令和元年度 67,597

決
算

1,863 52,978 61,689
1,863 52,978 61,689

令和４年度
予
算

9,346 61,346 64,046 予
算

52,392 52,392
9,346 61,346

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

64,046 52,392 52,392

　横浜から、健康・医療分野(※)のイノベーションを持続的に創出していくことを目的とし、産学官金が連携して取り組む
ためのプラットフォームである横浜ライフイノベーションプラットフォーム（LIP.横浜）を推進します。企業・大学・研究
機関で構成するネットワークから革新的なプロジェクトを生み出すとともに、LIP.横浜の会員企業をはじめ、中小・ベン
チャー企業等に対する製品化に向けた支援を行い、新技術・新製品の開発を促進します。また、「イノベーション都市・横
浜」の実現に向け、市内拠点や活動等と連携してLIP.横浜の取組を発信し、新たな資源や次の投資を呼び込む好循環（エコ
システム）の創出を目指します。（「(2)中小・ベンチャー企業等支援事業」と共通）
（※）健康・医療分野：創薬、医療機器開発、診断技術開発、予防医療、再生医療、介護・福祉、健康サービスなど

30年度（実績） 元年度（見込） ２年度（見込）
プロジェクト創出件数 43件 40件程度 40件程度
協力機関・会員数（累計） 227 280

ネットワークから革新的なプロジェクトが創出されるよう、企業・大学・研究機関のニーズ・シーズ収集、マッチング会

330

２年度 元年度 差引
48,000 63,000 △15,000

企業・大学・研究機関ネットワーク化推進事業業務 18,000
ライフイノベーション分野産学連携等推進事業 45,000

4,392 4,597 △205

11月 12月 1月 2月6月 7月 8月 9月 10月

ニーズ・シーズ収集等、コーディネート業務契約

3月

合計 52,392 67,597 △15,205

交付 連携プロジェクト等の推進 報告

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
報告

4月 5月



【 根拠とするデータ等 】

政策局「横浜市将来人口推計」（平成29年12月）、総務省「国勢調査」（平成27年）、

（一財）バイオインダストリー協会公開資料「都道府県別バイオベンチャー企業数」（平成27年1月）、

矢野経済研究所「横浜・神奈川のライフサイエンス産業の集積」（平成30年9月現在）

（ 局 － ）経済

課長 係長 　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中野　浩一郎 宮島　大輔 玉置　正哉



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 〇

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
事業の目的・必要性は「(1)企業・大学・研究機関ネットワーク化推進事業」と同じ

　１　中小・ベンチャー企業等支援事業
LIP.横浜の会員企業をはじめとした中小企業等に対して、①異分野大手企業・大学とのマッチングイベントの開催、②LIP.

　　YOKOHAMA BIBLIOの運営、③個別訪問・相談受け入れ、④各種セミナーの実施、⑤中小企業等の広報・PR力向上支援等を行い、
　　企業のニーズに応じて着実な実用化に向けた支援を実施します。また、新たに出張展示やそれに伴うコンサルティングを行う
　　など、技術連携・販路開拓の支援を強化します。

　２　LIP.横浜トライアル助成事業
公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団の行う、健康・医療分野の基礎研究成果や臨床ニーズ等の実用化に向けた産学

　　連携事業の創出及び推進に繋がる取組のうち、市内の拠点で行われる試作品開発などに対する研究開発費の助成事業に対して
　　事業費を補助します。

　３　医工連携推進事業
医療機器開発等に取り組む企業に対する展示会出展支援や医療機関へのニーズ収集等に加え、特にコーディネーターを活用

　　した個別相談等を拡充し、研究開発や販路拡大を支援します。

　４　バイオジャパン開催・出展支援事業
横浜で開催されるアジア最大級のバイオ産業展示会「バイオジャパン2020」への開催支援を行うとともに、同展示会への

　　出展支援により、市内中小企業等の技術連携や販路開拓等に向けたビジネスマッチングを推進します。  

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

中小・ベンチャー企業等支援事業 必要額の精査による減
LIP.横浜トライアル助成事業補助金
医工連携推進事業補助金 コーディネーター活動の強化による増

バイオジャパン開催・出展支援事業
バイオ産業活性化委事業補助金
バイオジャパン出展料
バイオジャパン出展業務委託費 1,200

合計 80,769 82,296 △1,527

5,000
1,296

41,800 44,000 △2,200
20,000 20,000 0
11,450 10,800 650
7,519 7,496 23

30年度 元年度（見込） ２年度（見込）
中小・ベンチャー企業等支援事業セミナー・マッチングイベント開催件数 4件

内容 ２年度 元年度 差引 説明

トライアル助成(交付決定件数） 28件 20件 20件
20件 20件

医工連携コーディネーター活動件数 127件 100件 140件

令和３年度 令和４年度
予
算

122,293 124,056 72,296 予
算

80,769 80,769
122,293 124,056 72,296 80,769 80,769

決
算

99,088 77,565 71,489
99,088 77,565 71,489

令和元年度 82,296

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出

82,296
増△減 △ 1,527 0 0 0 0 0 △ 1,527

令和２年度 80,769 0
補助事業

80,769

単独事業 補助率

令和元年度
事業評価書

番号

金　額 国 県 諸収入

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 ライフイノベーション推進

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

横浜ライフイノベーションプラッ
トフォーム推進事業
(2)中小・ベンチャー企業等支援事
業

5-1-3
14、15

3 3

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分

5-1-3
11

政策番号 主な施策番号

1 3

2 1



【 事業スケジュール 】
　１　中小・ベンチャー企業等支援事業補助金

交 付 ← →

　２　LIP.横浜トライアル助成事業補助金

← 募 集 → 審 査 交 付 ← 研 究 活 動 → 報 告

　３　医工連携推進事業補助金

交 付 ← →

　４　バイオジャパン開催・出展支援事業

← 募 集 →

【 事業開始年度 】

平成28年度

【 根拠法令 】

中小・ベンチャー企業等支援事業費補助金交付要綱、（公財）横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

バイオ産業活性化事業補助金要綱

【 根拠とするデータ等 】

政策局「横浜市将来人口推計」（平成29年12月）、総務省「国勢調査」（平成27年）、

（一財）バイオインダストリー協会公開資料「都道府県別バイオベンチャー企業数」（平成27年1月）、

矢野経済研究所「横浜・神奈川のライフサイエンス産業の集積」（平成30年9月現在）

（ 局 － ）

4月 5月 6月 7月 8月 9月

1月 2月 3月4月

活動（イベント・セミナー開催、個別訪問・相談受入等）

1月 2月 3月

1月 2月 3月

活動（展示会出展、マッチングイベント、個別支援等）

10月 11月 12月

5月 6月 7月 8月 9月

10月 11月 12月4月 5月 6月 7月 8月 9月

10月 11月 12月

10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月

経済

課長 係長 　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中野　浩一郎 中西　さやか 田村　綾子

←出展調整、説明会→ 出展 フォローアップ



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営 1 2
中期計画-財政運営 2 1
新規・拡充 15 3

（単位：千円）

50 ％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

　１　健康経営普及促進事業
(1) 健康経営の普及啓発

(2) 健康経営の取組支援

(3) 健康経営の効果測定

　２　ヘルスケアビジネス創出支援事業

【 実績の推移・今後見込み 】

(2)健康経営支援拠点助成（件）
(3)健康経営の効果測定

(1)新たなヘルスケアビジネスの創出（件）

(2)ビジネス創出に向けたマッチング（件）
※健康経営会議実行委員会との共催による「よこはま健康経営会議」及び「よこはまウェルネスパートナーズ」総会を指す。

3 1 4 3 3

― ― 52 20 20

２ヘルスケアビジネス創出支援事業

― 1件 2件 3件 2件
― 取組開始・検討継続取組・検討継続取組・検討 継続取組

― 4回 8回 12回 12回

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 ライフイノベーション推進

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

令和元年度
事業評価書

番号

5-1-3
13

政策番号 主な施策番号

横浜ライフイノベーションプラッ
トフォーム推進事業
(3)健康経営・ヘルスケアビジネス
推進事業

令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

5,015
補助事業

令和２年度 10,030 5,015

単独事業 補助率

令和元年度 13,000 6,500 6,500
増△減 △ 2,970 △ 1,485 0 0 0 0 △ 1,485

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度
予
算

5,000 11,300 11,500 予
算

10,030 10,030
5,000 5,650 5,750 10,030 10,030

決
算

4,374 5,131 10,283
4,374 5,131 5,141

「横浜健康経営認証」事業所を対象に、健康経営に取り組むことによる生産性向上等の効果測定を継続して行います。
また、地方創生推進交付金実施計画の重要業績評価指標の一つである、従業員の健康づくりに積極的に取り組む事業所に

おける採用・離職状況等について、調査を行います。
　効果測定結果を周知することで、さらなる健康経営の普及に取り組みます。

28年度実績 29年度実績 30年度実績 31年度見込 令和2年度見込

　少子高齢化や労働力人口の減少等を受け、市内中小事業者の人手不足や生産性向上に対応するためには、市内事業所が従業員
等の健康増進に戦略的に取り組む「健康経営」の推進が重要です。このため、健康福祉局と連携して健康経営の普及啓発や、
「横浜健康経営認証」制度の推進などによる取組支援、「健康経営支援拠点」の設置・運営の支援などを行います。あわせて、
健康経営に取り組むことによる労働生産性等の効果測定を行います。
　また、横浜ライフイノベーションプラットフォーム「LIP.横浜」の一環として、健康寿命の延伸や超高齢社会の進展に対応
し、市場拡大が見込まれる健康・医療・介護等分野におけるヘルスケア関連産業の、ニーズ（地域包括ケアシステムなど）に基
づいたビジネス創出を、健康福祉局と連携して取り組みます。企業・団体と横浜市が連携して「健康経営」の推進やヘルスケア
関連産業の創出に向けたオープンなネットワークである「よこはまウェルネスパートナーズ」の活動を展開していきます。

※財源として、内閣府の「地方創生推進交付金」を活用します。（3年計画の3年目）

健康福祉局と連携しながら実施してきた、市内全域・全業種の企業や事業所を対象とした健康経営の普及啓発を強化しま
す。具体的には、「横浜健康経営認証」制度の普及促進、市域レベルでの健康経営セミナーの開催に加え、協力企業と協働
した健康経営普及啓発セミナーや、健康経営認証制度の説明会を開催し、横浜健康経営認証事業所数の拡大を目指します。

企業集積地における、民間協働型の健康経営支援拠点について、設置したウエルネスセンターの事業経費の一部を補助し
ます。（29年度「新横浜ウエルネスセンター」、30年度「LINKAI横浜金沢ウエルネスセンター」、令和元年度「横浜駅ウエ
ルネスセンター」）

また、港南区と連携して、健康経営支援拠点の機能拡充による横浜健康経営認証の普及に向けた訪問型支援を試行実施し
ます。

　平成29年度に２区と連携し、在宅療養支援分野におけるニーズに基づいた製品開発・ビジネス創出支援を行い、平成30年度は
高齢者施設等におけるニーズ把握、令和元年度は医療関連従事者等におけるニーズ把握から製品開発・ビジネス創出を行いまし
た。新たに令和２年度は、これまで把握したニーズをもとに、先端技術導入や実証実験の実施などを行い、更なるヘルスケアビ
ジネスの創出に向けて、健康福祉局と連携して取り組みます。
　実施にあたっては、「LIP.横浜」の一環として、地域版次世代ヘルスケア産業協議会の一つである「よこはまウェルネスパー
トナーズ」のネットワークを活用し、取り組みます。

１健康経営普及促進事業

(1)普及啓発セミナー等開催
大規模※ 1回、380人 2回、400人 2回、420人 2回、400人 1回、250人

認証事業所数 28事業所 57事業所 199事業所 200事業所 250事業所
小規模



【 事業費の内訳 】

(1)普及啓発セミナー等開催
(2)健康経営支援拠点補助
(3)健康経営の効果測定

(1)ビジネス創出支援

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】
平成26年度

【 根拠法令 】
健康・医療戦略推進法第4条、「健康・医療戦略」
経済財政運営と改革の基本方針2019
成長戦略実行計画
未来投資戦略2018
生涯現役社会の構築に向けた「アクションプラン2019」（次世代ヘルスケア産業協議会（経済産業省））
地域でのヘルスケアビジネス創出に向けた取組方針（次世代ヘルスケア産業協議会（経済産業省））
第2期健康横浜21
第7期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
横浜市スポーツ推進計画
健康経営支援拠点モデル事業補助金交付要綱

【　根拠とするデータ等　】
横浜市景況・経営動向調査（平成30年12月実施　特別調査　健康経営について）
就業構造基本調査（平成24年） 【市内勤労者の年齢構成】
第1期横浜市国民健康保険事業実施計画【年齢階級別国保加入者年間医療費（P.7)】
第7期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
横浜市将来人口推計（平成29年12月）
平成30年度地方創生推進交付金実施計画及び認定書

（ 局 － ）

△2,970

第１四半期 第２四半期

(3) 健康経営の効果測定 協力企業募集 企業との調整 効果測定調査・企業ヒアリング

(健康経営会議)

(2) 健康経営支援拠点助成・継続

（ＬＩＮＫＡＩ横浜金沢・横浜駅)

運営支援
認証取得支援試行実施

第３四半期 第４四半期

２ヘルスケアビジネス創出支援事業

(1) 新たなヘルスケアビジネスの創出 ニーズ調査依頼 ニーズ調査企業ヒアリング マッチング 伴走型支援

１　健康経営普及促進事業

(1) 普及啓発セミナー等開催
小規模セミナー 大規模セミナー

7,500
7,500

効果測定
２　ヘルスケアビジネス創出支援事業

合 計 10,030 13,000

令和２年度 令和元年度 差引 説 明
１健康経営普及促進事業 5,630 5,500 130

1,750

1,380 750 630
3,000

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 石津　雄一郎 佐山　如徳 平野　亜由子



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（H.17年２月）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
　１　木原記念横浜生命科学振興財団補助事業

（公財）木原記念横浜生命科学振興財団は、学術交流及び学術奨励を行い、広く社会に生命科学研究の重要性を伝えるとと
　　ともに、生命科学における大学や研究機関と産業界等との共同研究の組織化を推進し、その有機的連携を図ること及び自ら共
　　同研究に参画して実施することをもって、神奈川県内の生命科学の振興とその応用による産業の活性化に寄与することを目的
　　としています。

当財団は県内唯一の健康・医療分野における産学官連携の中核的推進機関であり、高い専門性と独自のネットワークを有し
　　ています。その強みを活かし、革新的な研究開発や技術の応用・発展につながるプロジェクトの創出支援や、産業化のための
　　ビジネスマッチング支援などの取組を推進することにより、横浜ライフイノベーションプラットフォーム（LIP.横浜）(※)
　　の成果創出において重要な役割を担っています。

当財団が担う生命科学分野の学術振興や、独自のネットワークを活かした研究開発プロジェクト創出支援及び産業化に向け
　　たビジネスマッチング支援等の公益的取組について、円滑な事業運営を図るため、人件費の補助を行います。

※ 横浜から、健康・医療分野のイノベーションを持続的に創出していくことを目的とし、横浜市が産学官金と連携して
取り組むためのプラットフォーム。

(1) 生命科学に関する学術振興及び知識普及啓発
・優れた研究成果に対する顕彰：木原記念学術賞の授与
・市民に対する生命科学知識普及事業：木原記念こども科学賞など

(2) 生命科学に関する共同研究開発等の企画及び推進
・創薬及び関連技術に係る共同研究の企画・運営
・横浜バイオ医薬品研究開発センターを中心とした、バイオ医薬品研究開発

(3) 生命科学の応用による産業活性化の支援
・横浜ライフイノベーションプラットフォーム（LIP.横浜）における市内中小企業等への相談対応、マッチング

支援、研究開発プロジェクト創出支援
・横浜・神奈川バイオビジネス・ネットワークの拡大・強化、研究者シーズ発表会、ホームページやメールマガジン

による情報発信、国内外の業界展示会への出展など
(4) 生命科学に関する産業集積・技術支援のための研究開発施設の設置及び管理運営

・賃貸型研究開発施設（横浜バイオ産業センター）の管理運営

　２　研究開発拠点管理事業
(1) 横浜バイオ産業センター及び周辺基盤施設の設置に係る北部第二水再生センター上部占用料
(2) 周辺基盤施設の修繕

〔下水道事業に対する占用料〕　　 　千円（横浜バイオ産業センター部分   　  千円、周辺基盤施設部分　　　千円）
横浜バイオ産業センター部分は、「横浜バイオ産業センターの管理運営に関する事業協定書」に基づき木原財団が負担。

〔周辺基盤施設に係る修繕料〕　　 　千円

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業開始年度 】

平成16年度

59,876 59,876 0

１　木原記念横浜生命科学振興財団補助事業 50,176 50,176 0 前年度と同額

２　研究開発拠点管理事業 9,700 9,700 0 前年度と同額

区　分 金　額 国 県 諸収入
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

市債 一般財源

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 ライフイノベーション推進

事  業  名 特記事項

横浜ライフイノベーションプラッ
トフォーム推進事業
(4)バイオ産業活性化事業

5-1-3
16

2 1 令和元年度
事業評価書

番号

中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-3
14

政策番号 主な施策番号

1 3

令和２年度 59,876 0 34,871 25,005
補助事業
単独事業 補助率

令和元年度 59,876 6,600 53,276
増△減 0 0 0 28,271 0 0 △ 28,271

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度
予
算

58,176 69,176 59,376 予
算

59,876 59,876
47,076 58,076 50,776 25,005 25,005

内容 29年度実績 30年度実績 令和元年度見込 令和２年度見込

決
算

54,586 68,527 58,474
43,654 57,497 49,638

14 15
横浜バイオ産業センター入居率 100% 100% 100% 100%
研究開発プロジェクト創出件数 12 7

事 業 名 令和２年度 令和元年度 差引 説明

合 計



【 根拠法令 】

（公財）木原記念横浜生命科学振興財団補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

政策局「横浜市将来人口推計」（平成29年12月）、総務省「国勢調査」（平成27年）、

（一財）バイオインダストリー協会公開資料「都道府県別バイオベンチャー企業数」（平成27年1月）、

矢野経済研究所「横浜・神奈川のライフサイエンス産業の集積」（平成30年9月現在）

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中野　浩一郎 宮島　大輔 田村　綾子







(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 〇

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

【 令和２年度実施内容と期待される効果 】
　１　米国サンディエゴ連携推進事業

　２　米国サンディエゴPR事業

　３　中国上海連携推進事業

　４　欧州連携推進事業

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

横浜ライフイノベーションプラッ
トフォーム推進事業
(5)グローバルパートナーシップ事
業

3 3

政策番号 主な施策番号

1 3

2 1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

　LIP.横浜では、米国サンディエゴのバイオクラスター中核機関「バイオコム」との覚書に基づく相互連携を進め、LIP.
横浜会員と海外企業等とのビジネスマッチングを推進しています。
　また、サンディエゴに加え、アジア・欧州への展開を望む市内企業は多いものの、企業単独では連携先発掘や継続的な関
係構築に課題があります。そこで、相互交流を促進するため、クラスター中核機関とのパートナーシップ構築事業を実施し
ます。

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 ライフイノベーション推進

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-3
11

区　分 金　額 国 県 諸収入

22,170令和２年度 25,170 0 3,000
補助事業
単独事業 補助率

14,170
令和元年度 11,000 3,000

5,000

8,000
増△減 14,170 0 0 0 0 0

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度
予
算

- - 5,000 予
算

25,170 25,170
- -

海外展開支援企業数 10 14

25,170 25,170

14,170

R3年度
165
21

R3年度

(1)米国サンディエゴ
PR事業

135
21

項目 H30年度 R1年度 R2年度

事業のKPI H30年度 R1年度

合 計 25,170 11,000

(3)欧州連携推進事業

(2)中国上海連携推進事業

Ｒ２年度

R2年度
マッチング件数 40 30

決
算

- - 3,279
- - 3,279

 「バイオコム」との覚書に基づく相互連携を引き続き推進するとともに、起業家支援組織「コネクト」と連携したアクセ
ラレーションプログラムを拡充し、LIP.横浜会員と海外企業等とのビジネスマッチングを推進します。

 横浜とサンディエゴをつなぐイノベーション・エコシステムの構築に向けて、BIO International Convention等の機をと
らえ、新たにサンディエゴ現地でのPRイベントを実施します。

　友好都市である上海市のクラスター中核機関との連携協定を締結し、市内企業の中国展開を支援すると共に、中国国際輸
入博覧会における企業の出展支援を強化します。

　欧州への展開を志向する市内企業に対し多面的な支援を可能にするため、クラスター中核機関との連携に向けた調整を進
めます。

Ｒ元年度 差　引 説 明
(1)米国サンディエゴ連携推進事業 8,170 11,000 △ 2,830 事業手法の見直しによる減
(2)米国サンディエゴPR事業 7,500 0 7,500 事業創設に伴う増

0 8,000 事業創設に伴う増(3)中国上海連携推進事業 8,000
(4)欧州連携推進事業 1,500 0 1,500 事業創設に伴う増

現地支援機関との連携（覚書に基づく取組、協定に基づく取組）

アクセラレーションプログラム実施

中国国際輸入博覧会出展

現地クラスターとの調整等

現地クラスター連携現地クラスターとの調整

PRイベント開催（BIO参加支援）

現地クラスター

連携



【 事業スケジュール 】
(1)米国サンディエゴ連携推進事業

(2)米国サンディエゴPR事業

(3)中国上海連携推進事業

(4)欧州連携推進事業

【 事業開始年度 】

平成30年度

【 根拠法令 】

（公財）横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

政策局「横浜市将来人口推計」（平成29年12月）、総務省「国勢調査」（平成27年）、

（一財）バイオインダストリー協会公開資料「都道府県別バイオベンチャー企業数」（平成27年1月）、

矢野経済研究所「横浜・神奈川のライフサイエンス産業の集積」（平成30年9月現在）

（ 局 － ）

クラスター中核機関との連携に向けた調整 →

経済

課長 係長 　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 石津　雄一郎 鈴木　惠子 鈴木　尊明

3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

12月4月 5月 6月 7月 8月

デモ

1月

12月 1月 2月

12月

募集 審査 企業選定 キックオフ←　メンタリング　→ デモ ←フォローアップ→

2月 3月10月 11月
←準備・調整→ BIO ←　フォローアップ　→ BioJapan ← フォローアップ →

4月 5月 6月 7月 8月 9月

←

1月 2月 3月
← 中国国際輸入博覧会（公募・勉強会・出展支援）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

→ 覚書締結 ← 覚書に基づく相互交流 →

9月 10月 11月



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

　１　国際戦略総合特区推進事業　

【 実績の推移・今後見込み 】

国家戦略特区推進事業

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
　１　国際戦略総合特区推進事業

← →

　２　 国家戦略特区推進事業 

← →

【 事業開始年度 】

１ 国際戦略総合特区推進事業　平成24年度

２ 国家戦略特区推進事業      平成26年度　

【 根拠法令 】

総合特別区域法

国家戦略特別区域法

【 根拠とするデータ等 】

政策局「横浜市将来人口推計」（平成29年12月）、総務省「国勢調査」（平成27年）、

（一財）バイオインダストリー協会公開資料「都道府県別バイオベンチャー企業数」（平成27年1月）、

矢野経済研究所「横浜・神奈川のライフサイエンス産業の集積」（平成30年9月現在）

総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」（平成30年6月）

（ 局 － ）

28年度 29年度 30年度 元年度（見込）

３件

2

１回 １回 １回

1

国際戦略総合特区推進事業

１件

２回

１回

　京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の目標の実現を目指し、｢ＬＩＰ．横浜」で支援するプロジェクト等に
対し、総合特区制度の活用を促進します。また、総合特区計画を共同提案した神奈川県・川崎市と連携し、計画の作成や内
閣府との調整、セミナー等によるＰＲを実施します。また、必要に応じて推進主体となる「ライフイノベーション地域協議
会」を開催します。

　２　国家戦略特区推進事業
　　市内で実施される事業について国家戦略特区制度の活用を促進するために、制度周知や専門家のアドバイスなどによ
　る支援を行うとともに、国・県・民間事業者等との調整を行います。

　国際戦略総合特区は平成23年12月に神奈川県・川崎市と共に指定を受け(平成29年３月に５年間更新）、国家戦略特区は平
成26年５月に横浜市を含む神奈川県が東京圏の一部として指定を受けています。特区制度による支援措置及び特例措置の活
用を促進しつつ、特区区域における事業を推進します。

２年度 元年度 差　引 説 明

区域計画で市が認定を受けた規
制の特例措置等

３件 ０件 １件 １件

２回

地域協議会セミナーの実施 １回

地域協議会の実施 １回 １回 ０回

3月

活動（セミナー開催、制度周知・神奈川県や川崎市との調整等）

１件新たな措置に係る提案件数

4月

12月8月 9月

1

10月 11月 12月 1月 2月

０件 ３件 ０件

5月 6月 7月 8月 9月

10月 11月 1月 2月 3月

執行見込み件数の見直しによる増

合 計 2,600 2,500 100

2 国家戦略特区推進事業

4月 5月 6月 7月

予
算

9,000 6,000 3,500 予
算

2,600

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 石津　雄一郎 鈴木　惠子 鈴木　尊明

2,600
9,000 6,000

２年度（見込）

国際戦略総合特区推進事業

活動（国・県等との調整、制度周知・コンサルタントの派遣等の支援）

決
算

6,210 1,713 2,632
6,210 1,713 2,632

令和４年度

令和元年度 2,500

2,600 2,600

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

3,500

令和２年度

増△減 100 0 0 0 0 0 100

補助事業

2,500
単独事業 補助率

一 般 財 源 等
国 県

0 2,600

市債 一般財源

2,600

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 ライフイノベーション推進

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-3
12

政策番号

特区推進事業

区　分 金　額
財　源　内　訳

主な施策番号

2 1

令和元年度
事業評価書

番号



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 3 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び令和２年度実施内容 】

【 令和２年度見込み 】

【 根拠法令 】

【根拠となるデータ】

（ 局 － ）

※ 本市長期貸付日（当初、市工連がIDECから産業活性化資金を借入れた時期は平成20年3月28日）

横浜市減債基金条例　第1条、第2条、第4条

利   息

設備資金 46,000千円 H22.3.19 R10.3.27
平成22年9月27日を第1回とし
て、以降毎年9月、3月の25日に
返済

年利0.74％　毎年9月、3月の25
日にそれぞれの日までの利息を
前払い

（参考）貸付金概要
借入金使途 貸付金額 契約日（※） 最終弁済日 返済方法

利息 72 70 142
合計 1,386 1,384 2,770

　(一社)横浜市工業会連合会（以下市工連）は、本市の推進する中小製造業の新技術・新製品の開発支援、新事業分野への参
入支援の場として、Ｔ３（鳥浜トライ＆トライアルステージ）を整備し、平成20年４月に供用を開始しました。
　Ｔ３の整備費については、市工連が経済産業省の補助を得たほか、(公財)横浜企業経営支援財団（ＩＤＥＣ）から「横浜市
産業活性化資金」の融資を得て調達しました。
　「横浜市産業活性化資金」制度の見直しにより、平成21年度に本制度からの借入金を本市貸付金に変更したため、この市工
連への貸付から生じる令和元年度の元利償還額を減債基金に積み立てます。（令和元年度より償還利息については、固定金利
から一年ごとの変動金利を採用。）

9月 3月 合計
元金 1,314 1,314 2,628

減債基金積立金（市工連）

02,770
補助事業

0 0

0
決
算

予
算

28年度

0

△ 28

0
3,032

本資料は、公正・適正に作成しました。

国

3,071

2,993

予
算

3,070

歳出

伊藤　剛

課長 係長 　　　　係

高柳　友紀 矢野　虎鉄

3,032
0 0

29年度

補助率

増△減 △ 28
令和元年度 2,798

経済
事  業  名 特記事項

ものづくり支援

単独事業

諸収入県

0
0

0

令和元年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

中期計画-３８の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

2,770

市債 一般財源

5－1－3
3

区　分 金　額

令和２年度

令和元年度
事業評価書

番号

0

令和３年度 令和４年度歳出
2,993

30年度

経済

2,798

0 0

0

2,756 2,736

0



（様式①）

[経済局] ５ 款　１項　４目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
中小企業経営総合支
援事業

344,315 214,178 343,800 214,355 515 △ 177 〇

2
職場環境向上・女性
活躍推進事業

8,800 8,800 16,500 16,500 △ 7,700 △ 7,700 〇

3
事業承継・Ｍ＆Ａ支
援事業

7,000 7,000 8,000 8,000 △ 1,000 △ 1,000 〇

4
横浜型地域貢献企業
支援事業

12,790 12,790 12,790 12,790 0 0 〇

5
横浜商工会議所中小
企業相談事業補助金

30,000 30,000 30,000 30,000 0 0

6 創業・発展支援事業 12,500 12,500 25,000 25,000 △ 12,500 △ 12,500 〇

7 女性起業家支援事業 25,570 25,065 29,274 28,569 △ 3,704 △ 3,504 〇

計 440,975 310,333 465,364 335,214 △ 24,389 △ 24,881

事　業　計　画　書　目　次

増△減（２－元）
新
規
・
拡
充

38
の
政
策

計画
書頁 事　　業　　名

令和２年度 令和元年度





(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（ 15年12月 ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

  1  中小企業への基礎的支援事業 千円

  2  ビジネスグランプリ事業 千円

  3　シニア起業支援事業 千円

  4  横浜金沢テクノコア管理事業 千円

　5　産業関連施設等の活用検討 千円

＜参考：中小企業支援センターについて＞

【 実績の推移・今後見込み 】
地域密着型支援の現場訪問件数（実績・見込）

【 事業費の内訳 】

【 根拠法令 】

中小企業支援法（平成12年制定）、公益財団法人横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

【 根拠となるデータ等 】

平成30年度アンケート調査結果

（ 局 － ）

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
1

政策番号 主な施策番号

28 4

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入

中小企業経営総合支援事業
1 1

2 2 令和元年度
事業評価書

番号

諸収入 市債 一般財源

令和２年度 344,315 0 100,047 30,090 214,178

単独事業 補助率
補助事業

214,355
増△減 515 0 0 418 274 0 △ 177

令和元年度 343,800 99,629 29,816

決
算

94,094 186,202 343,863
△ 34,631 58,591 215,708

令和４年度
予
算

99,200 191,666 349,513 予
算

349,637 343,250
△ 51,047 62,495

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 越尾　敬一郎 飯村　勝

220,342 219,500 213,113

　中小企業支援センターである公益財団法人横浜企業経営支援財団（以下「IDEC横浜」という。）を通じ、市内中小企業の経営
及び創業を支援します。

276,895
  中小企業支援センターとして、相談対応、コンサルティング、セミナー、情報発信等の中小企業の経営基盤の強化及び円滑
な創業促進など、基礎的な支援を行います。令和２年度は、地域密着型の企業訪問や地域で開催する相談会などの拡充を行い
支援を強化します。

8,186
  世界に通じる有望な起業家などを国内外に向けて発信するイベントとして拡充して実施します。

1,000
シニアの経験やスキルを生かした起業を支援するため、概ね50歳以上の起業希望者に対するセミナー・連続講座を開催しま

す。
55,234

　横浜金沢テクノコアの共用部管理費及び共用部・占有部の特定機器保守、その他修繕費等、当該建物の所有者として必要な
費用を負担します。

3,000
　中小企業支援を積極的に展開するため、財団が保有・運営する施設について、具体的な利活用と整理に向けた調査等に係る
委託を行います。

　中小企業支援法第7条第1項において「都道府県・政令市は民法第34条に定める法人を一に限って都道府県等中小企業支援センターとして指
定し、特定支援事業をおこなわせることができる」としており、本市では平成16年4月1日に（公財）横浜企業経営支援財団（当時：横浜産業
振興公社）を横浜市中小企業支援センターに指定しました。

年度 H29（実績） H30（実績） R1（見込み） R2（見込み） R3（見込み） R4（見込み）
件数 1,050 1,692 1,750 2,000 2,000 2,000

事業収入
R2年度 R1年度 差　引 説 明

横浜情報文化センター 36,552 36,095 457
鑑定評価に基づく賃料改定
増額

横浜金沢ハイテクセンター・テクノコア 35,373 33,534 1,839
横浜市金沢産業振興センター 28,122 30,000 △ 1,878
横浜金沢ﾃｸﾉｺｱ管理費IDEC負担分 30,090 29,816 274 光熱水費の消費税増額

　　合 計 130,137 129,445 692

事業費の内訳
R2年度 R1年度 差　引 説 明

中小企業への基礎的支援事業 276,895 276,895 0
ビジネスグランプリ事業 8,186 8,186 0
シニア起業支援事業 1,000 1,000 0

　　合 計 344,315 343,800 515

横浜金沢テクノコア管理事業 55,234 54,719 515 消費税増額
産業関連施設等の活用検討 3,000 3,000 0



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

(２) 女性活躍推進専門家派遣

(３) 女性活躍推進事例紹介

１　人材確保・定着に向けた職場環境向上支援助成金

14,419

(※)(2)設備設置費、(3)システム整備費については、横浜型地域貢献企業、横浜健康経営認証、よこはまグッドバラ
ンス賞の認定を受けた企業は助成率を2/3とします。また、令和２年度からは、女性活躍推進専門家派遣の支援を受
けた企業（過年度を含む）も同様に助成率を2/3とします。

女性活躍推進における本市の支援を通じ、経営力向上に寄与した市内中小企業を取材し、成功事例としてHPや紙媒体
などで広報します。身近な企業の具体的な取組を紹介することにより、まだ女性活躍の取組が進んでいない企業への啓
発や本市支援制度の実施効果を紹介すると共に、企業の魅力を発信し、新たな人材確保を後押しします。

　　市内中小企業が、多様な人材の確保・定着を目的として職場環境の改善に着手する場合、当該事業に要する経費の一部を助成します。

(5)国家資格取得費 5万円 企業が負担する従業員の国家資格受験費用

1/2(※)

1/2

1/2

1/2

助成対象 助成率 上限 対象となる具体的な経費

(1)研修・コンサルティング費 15万円
柔軟な働き方を推進するための研修に係る費用、就業規則等の
変更、労務管理・制度改革にかかる費用

(2)設備設置費

30万円

休憩室、女性専用設備（トイレ・更衣室）設置にかかる費用

(3)システム整備費
テレワークシステム導入にかかるシステム整備費用、専門家へ
の相談委託料

(4)職場環境PR費

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

18,768 8,800

　市内中小企業の多様な人材の確保・定着に向けた柔軟な働き方への環境整備として必要な研修やコンサルティング費、女
性専用設備等の設置費、システム整備費、従業員の資格取得費、さらには多様な人材が柔軟に働ける環境をＰＲする費用の
一部を支援することで、経営基盤の強化を図ります。
　また、女性の活躍に向けた啓発セミナーや専門家派遣等を通じて経営力向上に繋げる支援を行います。

女性活躍推進に向けて取り組み、経営力向上を目指す市内中小企業等に対して、社会保険労務士や中小企業診断士等
の専門家を直接派遣し、女性活躍推進の視点に立った課題の整理、解決に向けた提案等、企業の実情に応じた支援を実
施します。

２　女性活躍推進プロジェクト
(１) 女性活躍推進セミナー

女性の活躍を推進しようとする市内中小企業等の経営者、管理職、人事担当者等に対し、身近な企業の女性活躍事例
紹介をはじめ、女性の活躍に向けた多様な働き方の導入や管理職におけるマネジメントなどをテーマとしたセミナーを
開催し、横浜市内の女性活躍推進を図ります。

15万円
自社の魅力（多様な人材の活躍、柔軟な働き方への取組等）を
PRするための動画作成費用・ホームページ改修費用

8,800
18,768 予

算
8,800 8,800

18,768 19,018
決
算

14,419 17,795 16,724
17,795 16,724

0 0 0 0 0 △ 7,700
令和元年度 16,500

令和４年度
予
算

18,768 19,018

単独事業 補助率
補助事業

16,500
増△減 △ 7,700

令和２年度 8,800 0 8,800

5-1-4
2

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

職場環境向上・女性活躍推進事業
27 1

27 4 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
3

政策番号 主な施策番号



【 実績及び今後見込み 】

＜※１＞令和元年度までは「女性が輝く企業」情報発信企業数

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

平成26年度

【 根拠法令 】

横浜市中小企業職場環境向上支援助成金交付要綱（改正予定）

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

【 根拠とするデータ等 】

中小企業庁「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン」

厚生労働省「厚生労働白書」「雇用動向調査」「働く女性の実情」

（ 局 － ）

職場環境向上支援
助成企業数（社）

　資格取得支援助成金

39

中小企業職場環境向上支援助成金への統合

30

女性活躍推進セミナー
参加者(人)

女性活躍推進専門家
派遣利用者（社）

女性活躍推進事例紹介
企業（社）＜※１＞

1,000 △ 1,0000
補助上限額の見直しによる減

令和2年度令和元年度 差引 説明

3 5

175 178 182 170 130 835

経済

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 関口　由里子 石川　大起

女性活躍推進事例紹介

△ 400
　「女性が輝く企業」情報発信 0 5,000 △ 5,000

女性活躍推進セミナー

女性活躍推進専門家派遣

中小企業職場環境向上支援助成金

7月～9月 10月～12月

合計 8,800 16,500 △ 7,700

4～6月

4,100 4,500
女性活躍推進プロジェクトへの事業統合により削減

1月～3月

２女性活躍推進プロジェクト

１中小企業職場環境向上支援助成金

15

7 10 12 10 5 44

4,700 6,000 △ 1,300

8

156

合計

31 28

387

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度見込み 令和2年度見込み

28

セミナー開催

専門家派遣（随時）

取材・広報（随時）

募集

キックオフ



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

1　事業承継支援事業
(1) 専門家相談・啓発事業（対象者：現経営者、後継者、後継者候補）

(2) 掘り起こしの強化・訪問支援事業（対象者：現経営者）

(3) 事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業助成事業（対象者：現経営者）
事業継承に向けた計画の策定や、Ｍ＆Ａによる自社売却をする際に支払う初期費用の一部を助成します。

　【対象経費】事業承継のための初期診断・企業評価、Ｍ＆Ａによる事業承継の初期費用にかかる経費
　【助成率】　対象経費の１／２以内
　【限度額】　４００千円

(4) 次世代経営者育成事業（対象者：後継者、後継者候補、新経営者）

【 実績及び今後見込み 】

年度
助成件数
相談件数

【 事業費の内訳 】

事業継続に関して課題を認識している企業に対し、専門相談窓口で専門家による初期相談を実施するとともに、事業
承継の手法や選択肢、取組事例等の啓発セミナーを金融機関等と連携して実施します。

事業継続に関して課題を抱えつつも行動に踏み出せていないなどの中小企業の掘り起こしのために、日頃から市内中
小企業と密接な関わりを持つ認定支援機関等と連携することで、専門家が直接企業にアプローチできる仕組みづくりを
構築し、市内企業の事業承継への取組を推進します。
　また、取組みの確度が高い経営者に対する事業承継計画策定への支援を強化します。

円滑な事業承継を行うためには、会社を引き継ぐ後継者への支援も重要な課題です。経営者としての知識やノウハウ
の習得支援及び経営者としての心得を学ぶ講座を実施し、さらに、異業種の経営者同士のネットワークづくりを支援す
ることで、横浜の次世代経営者を支援します。

２　掘り起こしの強化・訪問支援事業 2,000 700 1,300 訪問相談強化（24⇒40回）･計画策定（12回⇒30回）

Ｒ２年度 Ｒ元年度 差　引 説 明
１　専門家相談・啓発事業 1,300 1,300 0

延べ70件

Ｒ２年度見込み

６件
延べ80件

３　事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業助成 2,400 2,000 400 ＠50万×4社 ⇒ ＠40万円×6社

６件 10件 ８件 ５件 ７件 ４件
延べ62件 延べ56件 延べ31件 延べ41件 延べ88件

４　次世代経営者育成講座・ネットワーク支援 1,300 2,000

　　合 計 7,000 8,000
６　マッチング支援事業 0 1,000

△ 700 講座プログラムの見直しによる減

５　事業承継の啓発広報事業 0 1,000

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
2

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業
1 2

令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和２年度 7,000 0 7,000

単独事業 補助率
補助事業

8,000
増△減 △ 1,000 0 0 0 0 0 △ 1,000

令和元年度 8,000

令和４年度
予
算

8,070 7,120 6,420 予
算

7,000 7,000
8,070 7,120

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

6,420 7,000 7,000
決
算

7,777 6,242 5,989
7,777 6,242 5,989

　企業の経営者が高齢化する中で、市内中小企業においては貴重な経営資源、雇用を将来に継続させるために、後継者の確
保や事業承継を期とした経営力の強化が必要不可欠です。そこで、事業継続に課題を抱える企業への専門家による無料相談
を実施するとともに、経営革新等支援機関等と連携を強化し、課題を抱えているが行動できていない企業を新たに掘り起こ
し、専門家による訪問支援によりアプローチします。
　また、平成31年３月に協定を締結した株式会社ビズリーチや金融機関等との連携により、市内企業に対する事業承継の選
択肢の提供や事業承継の啓発、本市事業のPR等を推進します。

Ｈ26年度実績 Ｈ27年度実績 Ｈ28年度実績 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度見込み

△ 1,000 事業手法の見直しによる減

△ 1,000
△ 1,000 １専門家相談・啓発事業へ統合



【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

平成25年度

【 根拠法令 】
公益財団法人横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業助成金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

（ 局 － ）

４ 次世代経営者育成講座・ネットワーク支援

３ 事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業助成

１ 専門家相談・啓発事業
4～6月

経済

課長 係長 　　　　係

7月～9月 10月～12月 1月～3月

・2019年神奈川県内企業の社長分析において、平均年齢60.5歳、過去最高を更新(出典元：帝国データバンク)

・事業継続において、「現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい」と回答した企業７割のうち、準備が整っ
ていると回答した企業は27.1％（出典元：第104期横浜市景況・経営動向調査結果（平成30年３月））

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 関口　由里子 櫻沢　俊

２ 掘り起こしの強化・訪問支援事業 経営革新等支援機関等との連携強化・訪問支援

相談・訪問（通年）・セミナーの開催（金融機関等との連携による開催：４回程度）

募集 講座（全４回程度）・ネットワーク支援

助成金受付・交付



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

１　地域貢献企業支援事業

２　認定企業プロモーション事業

【 実績及び今後見込み 】
横浜型地域貢献企業認定企業数の推移　（単位：社）

(カッコ)内は見込件数
【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

平成19年度

14,211 16,244 8,955

　社会や地域との共生を意識し、本業及びその他の活動を通じて、積極的にCSR（地域・社会貢献活動）に取り組む企業等
を一定の基準に基づき「横浜型地域貢献企業」に認定し、企業ＰＲ、各種メリットの付与等を通じて企業価値の向上及び持
続的成長を支援します。

新規・更新件数

　優れた取組を行っているプレミアム表彰企業を中心に、具体的な取組事例を紹介する中で、認定企業のメリットを向
上させ、制度の魅力を発信するためのプロモーションを行います。

　地域貢献企業支援事業実施に係る説明会、講習会、外部評価、認定等の経費を、実施主体である(公財)横浜企業経営
支援財団へ補助します。
　令和２年度からは、今後も認定企業数を更に拡大し、本制度を発展させていくため、経費の一部を「外部評価料」と
して認定企業の皆様に負担いただくことで、継続的に制度を運用していきます。
　この見直しのタイミングを捉えて、認定企業が地元住民にしっかりと認知され、更なるメリットを感じていただける
よう、従来の取組に加え、区と連携した地元へのＰＲや、認定企業の取組を支援する講習会等を拡充します。こうした
取組を進めるとともに、更新時の認定期間について、更新回数に応じて２年または３年としていたものを一律５年に長
期化するなど、企業負担の軽減を図ります。

223 248 (134) (268)

新規認定目標 60 50 50 50

決
算

11,417 13,095 14,131
11,417 13,095 14,131

令和４年度
予
算

11,011 11,411 14,211 予
算

16,244 8,955
11,011 11,411

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

12,790
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和元年度 12,790
単独事業 補助率
補助事業

12,790

市債 一般財源金　額 国 県

令和２年度 12,790 0

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
5

政策番号 主な施策番号

1 4

横浜型地域貢献企業支援事業 令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分

１ 地域貢献企業支援事業 12,390 11,990 400
・企業負担「外部評価料」の設定に伴う減
・更新企業数の増加、講習会の充実及び認定
企業交流事業の統合に伴う増

R2年度 R1年度 差　引 説 明

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

(218)
182 192 236

30 50 50

実績
新規 63 39 60 45 27 (50) (50)
更新 119 153 176 178 221 (84)

4～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

地域貢献企業支援事業

400 △ 400
交流会実施方法の見直しに伴う地域貢献企業
支援事業への統合

２ 認定企業交流事業

３ 認定企業プロモーション事業 400 400 0
合 計 12,790 12,790 0

募集（通年）

外部評価 外部評価 認定式



【 根拠法令 】

横浜型地域貢献企業支援事業実施に伴う基本契約書

公益財団法人横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

2019年版中小企業白書、2015年版中小企業白書ほか

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 関口　由里子 雲丹亀　雅彦



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

<経営相談窓口>
・横浜商工会議所　中小企業相談部

横浜市中区山下町2　産業貿易センタービル8F

【 実績の推移・今後見込み 】
相談実績及び補助金の推移

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
令和２年４月～３年３月　経営相談等実施

【 事業開始年度 】

昭和35年度

【 根拠法令 】

横浜商工会議所中小企業支援事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

平成30年度横浜商工会議所中小企業支援事業実績報告書

（ 局 － ）

合計 30,000 30,000 0

2年度 1年度 差引 説明
横浜商工会議所中小企業相談事業補助金 30,000 30,000 0

23,487 25,000
 補助金（千円） 30,00030,000 30,000 30,000 30,000 30,000

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
6

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

横浜商工会議所中小企業相談事業補
助金 令和元年度

事業評価書
番号

市債 一般財源

令和２年度 30,000 0 30,000

単独事業 補助率
補助事業

30,000
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和元年度 30,000

決
算

30,000 30,000 30,000
30,000 30,000 30,000

令和４年度
予
算

30,000 30,000 30,000 予
算

30,000 30,000
30,000 30,000

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 越尾　敬一郎 飯村　勝

30,000 30,000 30,000

　横浜商工会議所の中小企業相談事業は、国が推進する小規模企業経営改善の専門指導機関として、市内小規模企業を対象に、経
営や金融に対する相談指導をはじめ、各種研修等を実施しています。
　また、経営に関する専門家が、窓口又は直接企業を訪問し、経営上の相談に対応しており、本市中小企業支援施策の補完的役割
を担うとともに、地域の中小企業の活性化に寄与していることから、経営支援等の事業について補助を行います。

年度 R2（見込み）H27 H28 H29 H30 R1（見込み）
件数（件） 25,00025,110 24,644 24,335



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

①創業期ビジネス支援企業数 8社 3社程度 3社程度8社8社

①創業期ビジネス支援事業 2,000 8,000 △ 6,000 事業名・内容変更、支援企業数削減による減

②創業促進助成金対象者数 10件 10件 10件
③ソーシャルビジネスビジネスプラン作成者数 20人（１回実施） 20人（１回実施） 20人（１回実施予定）

11件
58人（２回実施）

10件
41人（２回実施）

　創業・起業は、横浜経済の源泉となる重要なテーマであり、経済活性化や雇用の促進につながります。横浜市における創業支援
施策の総合的な発信、創業期のビジネスプラン作成支援、創業に必要な経費の一部助成など、創業の裾野を広げる支援を推進しま
す。また、事業拡大を目指す創業間もない市内企業や市内ソーシャルビジネス事業者に対しては、成長段階の実情に合わせた伴走
型の課題解決支援を行います。

R1年度見込み R2年度見込み R3年度見込み

決
算

31,256 27,622 30,019
31,256 27,622 30,019

２ 創業アクション・プロモーション事業（3,500千円）
　横浜市における創業・発展支援や女性起業家支援、ソーシャルビジネス支援等の創業支援施策を総合的に発信することで「創業
応援する横浜」をＰＲします。具体的には、Webサイト「スタートアップポートヨコハマ」等により創業時や成長・発展に必要な情
報を効果的に発信すると共に、横浜市の創業支援施策をまとめた「創業支援ガイド」を発行します。また、横浜の未来を担う学生
や若者の起業マインド・イノベーションマインドを高めるため、若者向け創業機運醸成プログラムを新たに開催します。

３　創業促進事業（7,000千円）
(1)創業促進助成金（3,000千円）

市内で創業を目指す起業家に対し、広報費などの事業を始める際に必要となる経費の一部を助成することで、横浜での創業を後
押しします。
・助成率：1/2 ・限度額：30万円程度/件 ・交付予定数：10件程度
(2)ソーシャルビジネス創業支援事業（4,000千円）

ソーシャルビジネスの創業に関する相談窓口を設置するとももに、事業開始を目指す方等を対象に、ビジネスモデルや創業に必
要なノウハウを学ぶ「特定創業支援事業（ビジネスプラン作成講座）」を開催し、ソーシャルビジネス分野の創業を促進します。

H30年度H29年度

１ 創業期ビジネス支援事業（2,000千円）
　創業間もない、成長意欲や独創性を有する市内企業や市内ソーシャルビジネス事業者に対して、豊富な経営経験や知識を有する
人材等による支援事業「スタートアップ企業伴走支援プログラム(仮称）」を実施することにより、企業の成長・発展を支援し、創
業後の持続可能性を高めます。

令和４年度
予
算

32,450 26,800 30,300 予
算

12,500 12,500
32,450 26,800

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

30,300 12,500 12,500

25,000
増△減 △ 12,500 0 0 0 0 0 △ 12,500

令和元年度 25,000
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 12,500 0 12,500

5-1-4
9

33 4

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

創業・発展支援事業
2 2

1 4 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
7

政策番号 主な施策番号

R2年度 R1年度 差　引 説 明

②創業アクション・プロモーション事業 3,500 5,000 △ 1,500 広報費の減

③創業促進事業 7,000 8,000 △ 1,000 ソーシャルビジネス創業支援事業の交流会廃止による減

合 計 12,500 25,000 △ 12,500

横浜ベンチャーピッチ事業 0 4,000 △ 4,000 事業統合による減



【 事業スケジュール 】

交付

【 事業開始年度 】
平成23年度

【 根拠法令 】
産業競争力強化法、横浜市創業促進助成金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
中小企業庁「中小企業白書」、データで見る横浜経済

（ 局 － ）

4～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

②創業アクション・プロモーション事業 Webサイト構築、パンフレット作成 Webサイト情報発信（通年）

③創業促進助成金 募集 審査・決定 実績報告

①創業期ビジネス支援事業 選定募集 キックオフ 支援者派遣 交流会

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 奥住　有史 近藤　夏美

経済

④ソーシャルビジネス創業支援事業

課長 係長 　　　　係

ビジネスプラン作成講座開催募集

相談窓口（通年）



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

１　女性起業家支援チーム事業 千円

２　F-SUSよこはま運営事業 千円

３　女性起業家成長促進事業 千円

４　横浜ウーマンビジネスフェスタ事業 千円

５　輝く女性起業家プロモーション事業 千円

【 実績及び今後見込み 】

女性起業家支援による起業

【 事業費の内訳 】

事業収入

(単位：件）

市内百貨店等と連携し、商品販売やワークショップなどの女性起業家の事業をPRするプロモーション事業を実施します。
また、百貨店等の売場担当者やバイヤーなどが商品・サービス等を見る展示会を開催し、女性起業家が課題とする「販路
先」との出会いの場を提供することで、新たなビジネスチャンスの創出を促します。

令和元年度
見込み

1,016 900 900
25 25 25

1,273

26年度
実績

27年度
実績

28年度
実績

29年度
実績

28

令和２年度
見込み

1,025
21

967
28

５輝く女性起業家プロモーション事業 500 500 0 10,000円（参加費）×50ブース

６課事務費　負担金収入 0 200 △ 200 政令指定都市中小企業支援担当課長会議の開催終了に伴う減

合　　計 505 705

　IDEC横浜や横浜市の支援メニューを紹介する女性起業家のため講座や、事業を次のステージへ成長させるためのセミ
ナー、女性起業家が抱える課題に対応するセミナーなどを開催します。

4,500

7,500

女性起業家・経営者の集いである「横浜ウーマンビジネスフェスタ」を、政策局が実施する「横浜女性ネットワーク会
議」と合同開催し、女性経営者同士だけでなく、働く女性同士等の幅広いネットワーク作りの場を提供していきます。

※１～３については、（公財）横浜企業経営支援財団（IDEC横浜）に対して事業費補助を行います。

決
算

35,920 36,397 26,350
35,317 35,795 25,879

  女性起業家のためのスタートアップオフィス「F-SUSよこはま」を運営します。また、IDEC横浜のセミナーや利用可能な
支援窓口のご案内等といった会員の創業ステージに見合った支援メニューの提案ができるインキュベーションマネージャー
を配置し、女性起業家に向けた手厚いフォロー体制を引き続き確立します。さらに、利用時間の拡充により、女性起業家に
とって利用しやすい環境づくりを行います。

　社会環境が変化し価値観が多様化するなか、しなやかな感性や柔軟性など女性の持つ潜在力に大きな期待が寄せられてお
り、女性の起業を支援することは、女性の視点を活かした商品やサービスの提供など、新たな需要の創出につながり、地域
経済に大きく寄与することが期待できます。また、女性の起業は、ライフスタイルに合わせた柔軟な働き方を可能にする貴
重な選択肢となっているため、積極的に支援を進めていきます。

4,350
　女性中小企業診断士を中心とした、IDEC横浜職員も含めた女性起業家支援チームによる相談対応を行います。また、窓口
対応だけでなく、企業訪問による出張相談も状況に合わせて行います。

6,700

700

令和４年度
予
算

38,396 37,942 29,174 予
算

25,570 25,570
37,491 37,037

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

28,569 25,065 25,065

28,569
増△減 △ 3,704 0 0 △ 200 0 0 △ 3,504

令和元年度 29,274 705

505 25,065

市債

単独事業 補助率
補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国

女性起業家支援ﾁｰﾑ相談件数

30年度
実績

一般財源

1,041

県 雑収入

令和２年度 25,570 0

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 経営・創業支援

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-4
8

政策番号 主な施策番号

女性起業家支援事業
2 2

27 3 令和元年度
事業評価書

番号

令和２年度 令和元年度 差引 説明

16

６課事務費 社会保険料納付金 5 5 0
△ 200



事業費の内訳

【 事業スケジュール 】
全事業：通年に渡り実施

【 事業開始年度 】

平成23年度

【 根拠法令 】

（公財）横浜企業経営支援財団補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

中小企業庁「中小企業白書」、データで見る横浜経済

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　隆幸 奥住　有史 末　千夏

実施セミナーの見直しによる減

事業内容の見直しによる減

事業内容の見直しによる減

３女性起業家成長促進事業 700 2,750 △ 2,050

令和２年度 令和元年度 差引 説明
１女性起業家支援チーム事業 4,350 4,350 0

利用時間拡充による増

合計 25,570 29,274 △ 3,704

６課事務費 1,820 2,074 △ 254 政令指定都市中小企業支援担当課長会議の開催終了に伴う減

４ 横浜ウーマンビジネスフェスタ事業 4,500 5,200 △ 700

５輝く女性起業家プロモーション事業 7,500 9,000 △ 1,500

２Ｆ－ＳＵＳよこはま運営事業 6,700 5,900 800



（様式①）

[経済局] ５款１項５目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

35,973,582 544,132 35,438,340 427,490 535,242 116,642 ○

(1) 中小企業制度融資事業 35,012,000 0 34,585,000 0 427,000 0 ○

(2) 信用保証料助成等事業 674,082 313,632 658,340 297,890 15,742 15,742 ○

(3) 信用保証促進事業 157,000 100,000 195,000 129,600 △ 38,000 △ 29,600 ○

(4) 中小企業災害対策
特別資金利子補給事業

130,500 130,500 0 0 130,500 130,500 ○

12,568 12,568 22,215 22,215 △ 9,647 △ 9,647 ○

(1)資本性借入金促進事業 4,568 4,568 5,215 5,215 △ 647 △ 647 ○

(2)私募債発行支援事業 8,000 8,000 17,000 17,000 △ 9,000 △ 9,000 ○

30,000 30,000 21,625 21,625 8,375 8,375

677,000 0 809,000 0 △ 132,000 0

36,693,150 586,700 36,291,180 471,330 401,970 115,370

令和２年度

1 中小企業融資事業

２ 多様な資金調達推進事業

計

事　　業　　名

3 中小企業経営安定事業

４ 産業活性化資金融資事業

事　業　計　画　書　目　次

増△減（２－元）
新
規
・
拡
充

38
の
政
策

計画
書頁

令和元年度









(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（  年  月 ）・無

【 事業の目的・必要性】

【令和２年度実施内容と期待される効果】
１　実施内容　

（１）融資枠：1,400億円
中小企業の経営基盤の強化や成長・発展を促進するため、これまでの利用実績や資金ニーズなどを踏まえて

十分な融資枠を確保します。
　また、新たな資金の創設や、一部資金メニューの拡充を行い、中小企業の資金需要に一層きめ細かく対応することで、
資金繰りの支援を強化します。

（２）主な新規・拡充内容

２　期待される効果

【 実績の推移・今後見込み 】 　　(単位：百万円)

【 事業費の内訳 】
別紙のとおり

【 事業スケジュール 】
随時

175.4% 100.0% 100.0%
(Ｂ/Ａ) 49.1% 54.9% 55.7% 59.3% 57.0%

(対前年度比) 91.1% 93.2% 94.8% 106.4% 96.2%

100.0%
融資金額(Ｂ) 88,348 82,318 78,032 83,011 79,819 140,000 140,000 140,000

9,854 9,854
(対前年度比) 98.0% 94.9% 96.4% 99.5% 100.2% 175.4% 100.0%

140,000 140,000 140,000
融資件数 6,158 5,841 5,633 5,606 5,618 9,854

融資枠(Ａ) 180,000 150,000 140,000 140,000 140,000

　市内中小企業を取り巻く経営環境の先行きが依然不透明となっている中、中小企業の資金繰り支援に万全を期す必要がある
ことから、資金調達の円滑化を図るため、預託金を活用した間接融資により、各種制度融資を実施します。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度見込 R２年度見込 R３年度見込

0 0 0
決
算

36,381,000 35,540,000 34,519,000
0 0 0

令和４年度
予
算

36,381,000 35,540,000 34,519,000 予
算

51,299,000 51,258,000
0 0

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

0 0
増△減 427,000 0 0 427,000 0 0

0

0
令和元年度 34,585,000 0 0 34,585,000 0

単独事業

035,012,000 0 0 35,012,000令和２年度

補助率

0
補助事業 0

0

市債 一般財源

28 4

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入

5-1-5
1

政策番号 主な施策番号

1 中小企業融資事業
（1）中小企業制度融資事業

1 1

2 2 令和元年度
事業評価書

番号

経済 金融
事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度

事業評価書
番号

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

Ａ　小規模事業者への支援の強化
・小規模事業者の資金繰り安定に向け、融資期間１年以内で、毎月の元本返済が不要かつ継続利用も可能な
『小規模企業資金繰り安定サポート資金』を創設《新規》

・小規模事業者の設備投資促進に向け、『小規模企業特別資金』及び『小規模プラス資金』の融資期間を延長
<設備資金10年以内→15年以内> 《拡充》

Ｂ　「イノベーション都市・横浜」の推進
・ベンチャー企業等の成長を支援するため、本市のベンチャー企業等支援施策を活用している方等が利用可能な
『ベンチャー支援資金』を創設《新規》

・ベンチャー企業等の中小企業の補助金を活用した事業の円滑な推進のため、交付決定から受領
までの間に生じる資金需要に対応する要件（『補助金活用サポート』）を、通常の『振興資金』よりも
融資利率を優遇<△0.4％>し、保証料助成<1/2助成>を行う『よこはまプラス資金』に追加《新規》

・市外から企業を呼び込むために、市外で創業後に市内移転した方を『創業おうえん資金』等の融資対象に追加
《拡充》

Ｃ　生産性向上の推進
・生産性向上に向けた設備投資を促進するため、『設備投資おうえん資金』に保証料助成<1/2助成>を行う
『設備投資提案特例』を追加《新規》

Ｄ　事業承継の促進
・経営者保証を理由に事業承継が進まない中小企業・後継者候補を後押しするため、『事業承継資金』に
経営者保証が不要な要件を追加《新規》

・Ｍ＆Ａによる親族外承継直後の返済負担を軽減するため、『事業承継資金』の一部において元金の返済据置期間
を延長 <６か月以内→18か月以内>《拡充》

Ｅ　防災・減災の事前対策の促進
・自然災害の頻発を踏まえ、国の認定を受けた事業継続力強化計画に基づき、防災・減災の事前対策に取り組む方が
利用可能な『防災・減災サポート資金』を創設《新規》

　横浜市信用保証協会及び取扱金融機関と連携し、預託を活用した各種制度融資を実施することで、中小企業が事業を
行っていく上で必要な運転資金や設備資金の円滑な資金調達が期待されます。



【 事業開始年度 】

昭和29年度

【 根拠法令 】
横浜市中小企業融資制度要綱

【 根拠となるデータ等 】

横浜市景況・経営動向調査、中小企業白書・小規模企業白書2019

中小企業政策審議会 金融ワーキンググループ配布資料、ベンチャー白書2018

信用保証に関する金融機関アンケート調査（株式会社日本政策金融公庫）、横浜市中小企業融資制度実績

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 辻本　裕高 齋喜　健史

横浜市

中小企業者

金融機関

②保証委託契約・保証料支払

③保証

預 託（保証協会を通じた預託）

①融資申込

融資実行時の流れ

その他の流れ

④融資実行

預託金返還

保証料助成
  （一部）

横浜市
信用保証協会



(様式②－1）

残高 0 2,000 △ 2,000 -100.0%

追加 8,883,000 8,372,000 511,000 6.1%

新規 26,129,000 26,211,000 △ 82,000 -0.3%

預託 35,012,000 34,585,000 427,000 1.2%

6.1%

制度融資計

融資枠 (140,000,000) (140,000,000) (0) 0%

過年度預託金 預託 8,883,000 8,372,000 511,000

0.0%
・協調倍率 2.0倍×3.5回転

預託 1,000,000 1,000,000 0 0.0%
貿易振興金融

融資枠 (7,000,000) (7,000,000) (0)

-50.0% ・融資枠の減
・協調倍率　2.5倍以上預託 100,000 200,000 △ 100,000 -50.0%

ＮＰＯ法人サポート資金
融資枠 (500,000) (1,000,000) (△500,000)

100.0% ・融資枠の増
・金融機関所定利率のため、預託金は不要預託 0 0 0 －

成長サポート協調資金
融資枠 (6,000,000) (3,000,000) (3,000,000)

0.0%
・協調倍率　2.5倍以上

預託 200,000 200,000 0 0.0%
シニアおうえん資金

融資枠 (1,000,000) (1,000,000) (0)

0.0%
・協調倍率　2.5倍以上

預託 200,000 200,000 0 0.0%
女性おうえん資金

融資枠 (1,000,000) (1,000,000) (0)

0.0% ・協調倍率　2.5倍以上
・ベンチャー支援資金の融資枠200,000千円、創業
おうえん資金（再挑戦）の融資枠100,000千円を含
む

預託 800,000 800,000 0 0.0%
創業おうえん資金

融資枠 (4,000,000) (4,000,000) (0)

・協調倍率　2.0倍以上

預託 500,000 500,000 0 0.0%

融資枠 (2,000,000) (2,000,000) (0)経営力サポート資金

防災・減災サポート資金

100.0%
経営改善支援資金

(1,000,000)

0.0%

・融資枠の増
・協調倍率　2.0倍以上預託 500,000 250,000 250,000 100.0%

融資枠 (2,000,000) (1,000,000)

-38.5% ・融資枠の減
・協調倍率　2.0倍以上預託 2,000,000 3,250,000 △ 1,250,000 -38.5%

経済変動対応資金
融資枠 (8,000,000) (13,000,000) (△5,000,000)

(△2,000,000) -14.3% ・融資枠の減
・協調倍率　2.0倍以上預託 3,000,000 3,500,000 △ 500,000 -14.3%

(0) 0.0%
・協調倍率　2.0倍以上

預託 8,000,000 8,000,000 0 0.0%
経営安定資金

融資枠 (32,000,000) (32,000,000)

セーフティネット特別
融資枠 (12,000,000) (14,000,000)

-4.3%
・融資枠の減

預託 11,000,000 11,500,000 △ 500,000 -4.3%
経営安定資金

融資枠 (44,000,000) (46,000,000) (△2,000,000)

－ ・資金の新設に伴う、融資枠の増
・金融機関所定利率のため、預託金は不要預託 0 0 0 －

小規模企業資金繰り安定
サポート資金

融資枠 (4,000,000) (0) (4,000,000)

(0) 0.0%
・協調倍率　2.0倍以上

預託 125,000 125,000 0 0.0%

(10,500,000) 100.0% ・融資枠の増
・協調倍率　2.5倍以上預託 4,200,000 2,100,000 2,100,000 100.0%

小規模プラス資金
融資枠 (21,000,000) (10,500,000)

小口おうえん特例
融資枠 (500,000) (500,000)

95.5%
・融資枠の増

預託 4,325,000 2,225,000 2,100,000 94.4%
小規模プラス資金

融資枠 (21,500,000) (11,000,000) (10,500,000)

(△1,000,000) -33.3% ・融資枠の減
・協調倍率　2.0倍以上預託 500,000 750,000 △ 250,000 -33.3%

(2,000,000) 22.2% ・融資枠の増
・協調倍率　2.5倍以上預託 2,200,000 1,800,000 400,000 22.2%

小規模企業特別資金
融資枠 (11,000,000) (9,000,000)

小口おうえん特例
融資枠 (2,000,000) (3,000,000)

8.3%
・融資枠の増

預託 2,700,000 2,550,000 150,000 5.9%
小規模企業特別資金

融資枠 (13,000,000) (12,000,000) (1,000,000)

・融資枠の増
・協調倍率　2.0倍以上預託 625,000 500,000 125,000 25.0%

-100.0%

設備投資おうえん資金
融資枠 (2,500,000) (2,000,000) (500,000) 25.0%

750,000 750,000 0 0.0%

残高 0 2,000 △ 2,000

(△500,000) -12.5%
・融資枠の減
・融資枠500,000（千円）分は、事業承継資金と
し、金融機関所定利率のため、預託金は不要
・協調倍率　2.0倍以上

預託 750,000 752,000 △ 2,000 -0.3%

新規

1,429,000 2,286,000 △ 857,000 -37.5%

よこはまプラス資金

融資枠 (3,500,000) (4,000,000)

説明

振興資金
融資枠 (20,000,000) (32,000,000) (△12,000,000) -37.5% ・融資枠の減

・協調倍率　7.0倍以上預託

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書　（局・事 業 本 部）
[経済局　金融課]

（事業内容）制度融資の融資枠、預託金額　【歳出】 （単位：千円）

制度名 本年度 前年度 差　　引 対前年伸率







(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性 】

【令和２年度実施内容と期待される効果】

【 実績の推移・今後見込み 】
(単位：千円)

【 事業費の内訳 】

①信用保証料助成 (単位：千円)

17,050 △ 4,584 2,000,000

合 計 654,702 670,641 15,939 ―

ＮＰＯ法人サポート資金 15,358 5,619 △ 9,739 500,000 1/2助成

経営力サポート資金
1/4助成（融資額8,000万円を上限）

成長サポート協調資金 17,718 28,175 10,457 6,000,000 1/4助成（融資額5,000万円を上限）

防災・減災サポート資金
21,634

シニアおうえん資金 17,000 13,425 △ 3,575 1,000,000 3/4助成
女性おうえん資金 17,550 15,625 △ 1,925 1,000,000 3/4助成

ベンチャー支援資金 -  4,097 4,097 200,000 3/4助成
再挑戦 2,377 1,900 △ 477 100,000 全額助成
創業おうえん 46,345 35,150 △ 11,195 3,700,000 1/2助成

創業おうえん資金 48,722 41,147 △ 7,575 4,000,000
経済変動対応資金　 99,044 49,355 △ 49,689 8,000,000 1/4助成（融資額5,000万円を上限）

経営安定資金（風水害） 1,000 1,000 0 ― 全額助成
経営安定資金（震災対策特別） 3,690 2,744 △ 946 ― 全額助成（融資額3,000万円を上限）

小規模企業資金繰り安定サポート資金 -  21,000 21,000 4,000,000 1/2助成（初回の１回のみ）
小口おうえん特例 5,774 4,984 △ 790 500,000 1/2助成
小規模プラス資金 82,765 146,158 63,393 21,000,000 1/4助成

小規模プラス資金 88,539 151,142 62,603 21,500,000
小口おうえん特例 62,396 31,388 △ 31,008 2,000,000 3/4助成
小規模企業特別資金 152,635 155,925 3,290 11,000,000 1/2助成

小規模企業特別資金 215,031 187,313 △ 27,718 13,000,000

1/2助成（融資額5,000万円を上限）

3/4助成対象要件 6,992 9,748 2,756 3/4助成（融資額5,000万円を上限）

1/4助成対象要件　 11,824 19,867 8,043
2,500,000

1/4助成（融資額5,000万円を上限）

1/2助成対象要件 -  41,233 41,233

設備投資おうえん資金 18,816 70,848 52,032 2,500,000

3/4助成（融資額5,000万円を上限）

事業承継資金 21,707 8,859 △ 12,848 500,000 3/4又は1/4助成（融資額5,000万円を上限）

1/2助成対象要件 36,333 30,763 △ 5,570
3,000,000

1/2助成（融資額5,000万円を上限）

3/4助成対象要件 32,560 26,576 △ 5,984

よこはまプラス資金 90,600 66,198 △ 24,402 3,500,000

3,441 3,441

R元年度予算 R2年度予算 増△減 R2年度融資枠 助成率

670,641 670,641
金融事務費 2,215 2,247 2,399 2,660 3,174 3,638 3,441

674,082
保証料助成 555,822 289,642 320,594 381,209 445,753 654,702 670,641

R4年度見込

信用保証料助成等事業 558,037 291,889 322,993 383,869 448,927 658,340 674,082 674,082

　横浜市中小企業融資制度を利用する中小企業へ信用保証料助成を行うことで、資金調達コストを軽減し、中小企業
の資金調達の円滑化を図ります。

　横浜市中小企業融資制度の一部資金について、中小企業が横浜市信用保証協会へ支払う信用保証料の一部又は全部
を助成します。これにより、中小企業の借入時の負担を軽減し、事業を行っていく上で必要な運転資金や設備資金の
円滑な調達が期待されます。

H26年度実績 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R元年度見込 R2年度見込 R3年度見込

295,040 313,632 313,632
決
算

322,993 383,869 448,927
166,960 240,104 312,902

令和４年度
予
算

653,031 655,434 655,490 予
算

674,082 674,082
322,581 294,984

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

0 297,890
増△減 15,742 0 0 0 0 0 15,742

令和元年度 658,340 0 0 360,450 0
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 674,082 0 360,450 313,632

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

令和元年度
事業評価書

番号

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-5
2

政策番号 主な施策番号

１ 中小企業融資事業
（2）信用保証料助成等事業

1 1

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 金融



・保証料率

基本的な保証料率（財務諸表評価による区分別の保証料率）

・信用保証料算出式
貸付金額×（保証期間－据置期間）×保証料率×分割係数

・助成率
資金ごとの助成率で算出

・保証期間
資金ごとの平成30年8月から令和元年7月の実績及び今後見込みより算出

・ 分割係数

②金融事務費
1 「中小企業融資制度要綱」「中小企業融資のご案内」等印刷物の作成及び配布に要する経費等
2 取扱金融機関、信用保証協会、関係団体への融資説明会等の開催経費
3 貿易振興金融制度事務委託金

【 事業スケジュール 】
①信用保証料助成

融資実行・・・随時 保証料助成請求　4～9月分：10月　　10～1月分：2月　　2～3月分：4月
②金融事務費

随時

【 事業開始年度 】
昭和53年度

【 根拠法令 】
横浜市中小企業融資制度要綱

【根拠とするデータ等】
横浜市景況・経営動向調査、中小企業白書・小規模企業白書2019
中小企業政策審議会 金融ワーキンググループ配布資料、ベンチャー白書2018
信用保証に関する金融機関アンケート調査（株式会社日本政策金融公庫）、横浜市中小企業融資制度実績

（ 局 － ）

分割係数 0.70 0.65 0.60 0.55

1.10 0.90

経済

返済の進捗を考慮した掛け目のことであり、信用保証料が貸付残高の減少に対応するように設定

返済回数 ～６ ７～12 13～24 25～

0.70 0.50

保証料＝
貸付金額×据置期間×保証料率

＋
12か月 12か月

1.00 0.80 0.60 0.45
責任共有制度対象除外保証料率 2.20 2.00 1.80 1.60 1.35

6 7 8 9

責任共有保証料率 1.90 1.75 1.55 1.35 1.15

経営状況 1 2 3 4 5

課長 係長 　　　　金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 辻本　裕高 神部　由美子



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】
〈信用保証協会代位弁済補填金〉

補填金算出式
× 当年度回収率 × ＝
 × ( ― ） × ≒

※当年度回収率、市制度割合、市補てん割合は直近５か年（H26～H30年度）の平均実績）

① 代位弁済 （単位：千円）

②市補填割合 （単位：千円）

【 事業スケジュール 】
保証協会における代位弁済・・・随時
保証協会からの代位弁済実績の報告・・・毎月
代位弁済補填金額の申請・請求、支払・・・３月末
代位弁済補填金、代位弁済補助金の返還収入受入・・・３月末

【 事業開始年度 】
昭和59年度

【 根拠法令 】
横浜市代位弁済補填金交付要綱、横浜市中小企業融資制度要綱

【 根拠とするデータ等 】

神奈川県・企業倒産状況、横浜市景況・経営動向調査

信用保証に関する金融機関アンケート調査（株式会社日本政策金融公庫）

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 辻本　裕高 神部　由美子

決
算

132,376 170,098 183,344
58,190 104,680 138,067

157,000
208,000 180,000 144,000 100,000 100,000

予
算

270,000 230,000 200,000 予
算

157,000

0 △ 29,600

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度

増△減 △ 38,000 0 0 △ 8,400 0

補助率

令和元年度 195,000 0 0 65,400 0 0 129,600
単独事業

0 100,000
補助事業

令和２年度 157,000 0 0 57,000 0

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

政策番号 主な施策番号

１ 中小企業融資事業
（3）信用保証促進事業

1 1

R3年度見込 R4年度見込

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 金融

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-5
3

183,344 195,000 157,000

　横浜市信用保証協会へ横浜市中小企業制度融資に係る代位弁済に対し、国の信用保険で賄われない残額の一部を補助するこ
とにより、積極的な保証の促進を図り、市内中小企業の資金調達の円滑化を支援します。

(単位：千円)

H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R元年度見込み R2年度見込
157,000 157,000

代位弁済総額見込 × 市制度割合 市補填割合 補填金額

代位弁済補填金実績・見込み 132,376 170,098

6,036,000 千円 100% 2.6% × 75.7% 3.56% 157,000 千円

H26年度実績 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R元年度見込み R2年度見込

代位弁済総額 10,249,375 7,562,087 5,817,669 5,016,540 6,131,763 6,556,000 6,036,000

（増減率） - △ 26.2 △ 23.1 △ 13.8 22.2 6.9 △ 7.9

当年度回収率 2.9% 3.7% 1.3% 3.5% 1.5% 3.5% 2.6% ５か年
平均

：採用値
市制度割合 75.6% 73.1% 74.7% 82.1% 72.8% 76.2% 75.7%

市制度
代位弁済

7,666,000 5,448,371 4,332,012 4,061,088 4,448,524 4,820,823 4,450,451

3.56%

H26年度実績 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績

157,000

R元年度見込み R2年度見込

市補填割合 3.3% 3.2% 3.0% 4.2% 4.1% 4.0% ５か年
平均

：採用値
市補填額 253,499 172,451 132,376 170,098 183,344 195,000

策



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策 ○

中期計画-行政運営

中期計画-財政運営

新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

■利子補給の概要

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】
利子補給金算出式

千円 × × 10 月 ／ 12 月 × 件 ＝ 千円

【 事業スケジュール 】

※令和元年度は、２月分までを３月に申請予定

【 事業開始年度 】
令和元年度

【 根拠法令 】
横浜市中小企業災害対策特別資金利子補給補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
横浜市中小企業融資制度実績、被災企業へのヒアリング結果

（ 局 － ）

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

課長 係長 　　　　金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 辻本　裕高 本間　崇大

経済 金融
事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策

令和元年度
事業評価書

番号

政策番号 主な施策番号

経済

１ 中小企業融資事業
（4）中小企業災害対策特別資金

利子補給事業

1 1

令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

令和２年度 130,500 0 0 0 0 0 130,500
補助事業
単独事業 補助率

令和元年度 0 0 0 0 0 0 0
増△減 130,500 0 0 0 0 0 130,500

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度
予
算

0 0 0 予
算

151,007 139,821
0 0 0 151,007 139,821

決
算

0 0 0
0 0 0

　令和元年台風第15号・19号によって直接被害を受け事業活動に支障を生じている中小企業者が、横浜市中小企業融資制度
「台風第15号対策特別資金（セーフティネット保証４号型を含む）」又は「台風第19号対策特別資金」を利用する際の利子
の全額を補助し、資金調達コストを軽減し、事業再建を後押しします。

補 助 率 １０／１０
対象期間 初回利払日から当初の完済予定日まで

対 象 者
「台風第15号対策特別資金（セーフティネット保証４号型を含む）」又は「台
風第19号対策特別資金」を利用する中小企業で、市内の事業用資産に直接被害
を受けた方（横浜市全域）

(単位：千円)

R2年度見込 R3年度見込 R4年度見込
利子補給金・見込み 130,500 151,007 139,821

融資額／件 利率 対象期間 件数 利子補給金額
30,000 1.74% 300 130,500

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
　 申請・支出
　 (３～６月分)

　 申請・支出
 (７～12月分)



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
■ 概要

■ 事業の流れ
・横浜市が市内ベンチャー企業等に ①融資申込

対して直接利子補給を行う
②融資実行・経営支援

■利子補給の内容
・補給金額 ：

市内ベンチャー企業等が金融機関に支払った利子のうち、年1.0％分を上限に横浜市が助成。
※本市のベンチャー企業等支援施策を活用している方は、年2.0％分を上限に助成。

・補給期間 ： ３年（36か月）
初回約定利払日の属する月から３年間（36か月）

・対象制度
日本政策金融公庫「挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン制度）」

■参考
・日本政策金融公庫「挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン制度）」の概要（R１.8.1時点）

研究開発等により、創業や新たな事業展開を目指す市内ベンチャー企業等の事業資金の調達を支援するため、金融検
査上、負債ではなく資本とみなすことができる「資本性借入金」を調達する際の金利の一部を補助（利子補給）しま
す。創業期から経営基盤確立期の資金調達を支援するとともに、公益財団法人横浜企業経営支援財団と連携した経営支
援を併せて行うことで、市内ベンチャー企業等の成長を一体的に支援します。

市内ベンチャー企業等 金融機関

横浜市経済局
③補助申請 ⑤支援申請

横浜企業経営支援財団
④利子補給 ⑥経営支援

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 金融

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-5
4

政策番号 主な施策番号

２　多様な資金調達推進事業
（1） 資本性借入金促進事業

2 2

令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

令和２年度 4,568 0 0 0 0 0 4,568
補助事業

令和元年度 5,215 0 0 0 0 0 5,215
単独事業

△ 647 0 0 0 0

補助率

0 △ 647

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度

増△減

予
算

20,500 10,070 6,738 予
算

4,129 3,660
20,500 10,070 6,738 4,129 3,660

決
算

5,047 3,447 2,968
5,047 3,447 2,968

・公庫が適切と認める事業計画書を提出する。 ・公庫が適切と認める事業計画書を提出する。

・四半期毎の経営状況の報告等を含む特約を締結する。・四半期毎の経営状況の報告等を含む特約を締結する。

•税務申告を1期以上行っている場合、原則として所得税等を
完納されていることが必要。

その他

金融検査上

の取扱い
金融機関の債務者区分判定において自己資本とみなしうる。

貸付利率

成功判定
区分

区分方法

償還順位 法的倒産手続において、本特例の債務は当該貸付先に対する全ての債権に劣後する。

同0％以上5％以下

C 同0％未満

担保保証人 無担保・無保証人

B 同0％以上5％以下 3.15% 3.40% 3.75%

使用総資本減価償却前経常利益率5％超 4.65% 5.00% 5.45% A 5.30%

成功判定
区分

区分方法

売上高減価償却前経常利益率5％超

C 同0％未満

7年 10年 15年

B

A

貸付限度 １貸付先当たり３億円 １貸付先当たり4,000万円

貸付期間 5年1か月・７年・10年・15年（いずれも期限一括償還） 5年1か月以上15年以内（期限一括返済）

中小企業事業 国民生活事業

貸付対象 新企業育成貸付のうち、地域経済の活性化に資するもの等

資金使途 設備投資資金及び長期運転資金

5.95% 6.20%

3.30%

適用利率
5年1か月

以上

7年以内

1.00%

3.50%3.15%

適用利率

5年
1か月

4.00%

2.70%

0.45%

3.60%

7年超

9年以内

9年超

12年以内

12年超

15年以内

5.60%

策



【 実績及び今後見込み ・事業費の内訳】
(単位：件、千円)

【 事業開始年度 】
平成26年度

【 根拠法令 】
横浜市資本性借入金促進事業実施要綱

【 根拠とするデータ等 】
資本性借入金促進事業実績、利用企業向けアンケート結果

（ 局 － ）

- 4,568
360 - 318

合計 - 3,447 - 2,968 - 4,305
多様な資金調達推進事業事務費 - 158 - 59 -

3,749
資本性借入金利子補給金 14 3,289 18 2,909 18 3,945 19 4,250

10 1,312
小計 9 2,903 11 2,112 14 3,225 16

2,025 6 2,437
国民生活事業 3 583 7 872 8 1,200

利子補給金額 貸付件数 利子補給金額

中小企業事業 6 2,320 4 1,240 6
既 存 分 貸付件数 利子補給金額 貸付件数 利子補給金額 貸付件数

111
小計 5 386 7 797 4 720 3 501

2 390
国民生活事業 4 258 4 503 2 240 1

貸付件数 利子補給金額

中小企業事業 1 128 3 294 2 480

平成30年度実績 令和元年度実績見込 令和２年度実績見込
新 規 分 貸付件数 利子補給金額 貸付件数 利子補給金額 貸付件数 利子補給金額

平成29年度実績

経済

課長 係長 　金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 辻本　裕高 安部　泰一郎



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

■ 補助対象となる条件等（取扱金融機関の銀行保証付私募債の条件を満たすもの）

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】 （単位：千円）

【 事業スケジュール 】

私募債発行・・・随時 補助金請求　4～9月分：9月　　10～3月分：3月

【 事業開始年度 】

平成27年度

【 根拠法令 】

横浜市私募債発行支援事業実施要綱

【 根拠とするデータ等 】

私募債発行支援事業実績、一般債統計情報（証券保管振替機構）、利用企業向けアンケート結果

（ 局 － ）

令和３年度見込
8,000

17件
令和元年度見込

17件 16件
令和２年度見込

16件
令和３年度見込

手数料等の一部補助 17,120 19,570 17,000 8,000
平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度見込 令和２年度見込

銀行保証付私募債の発行件数
平成29年度実績

10件
平成30年度実績

１社あたり発行額の1.6％かつ100万円を上限に、
私募債発行手数料等の一部を補助。
対象者①：各種手数料等のうち財務代理手数料の
１/２相当分（横浜型地域貢献企業、横浜知財み
らい企業の認定を受けた方は、全額相当分）
対象者②：各種手数料等のうち財務代理手数料の
１/４相当分（横浜型地域貢献企業、横浜知財み
らい企業の認定を受けた方は、１/２相当分）

補助内容

　横浜市では、「成長分野育成ビジョン」において、「チャレンジする企業の資金調達支援戦略」の取組として、チャレン
ジする企業の成長支援のため、民間資金を活かし、企業の規模や成長段階などの特性に応じた多様な資金調達の仕組みづく
りを進めています。
　この一環として、将来の成長・発展を目指す中小・中堅企業に対して、資本市場からの直接的な資金調達（直接金融）の
導入を支援するため、初回の銀行保証付私募債（社債）発行にかかる手数料等の一部を補助します。

対 象 者

横浜市内に本店登記があり、事業実態を有する企業
で、次のいずれかに該当するもの
①中小企業（中小企業基本法に規定する中小企業）
②中堅企業（中小企業の範囲を超え、資本金10億円
未満の企業）

対象となる私募債

新たに発行され、次の要件を全て満たすもの
・取扱金融機関の単独保証付私募債であること
・銘柄の名称の回号が第1回であること
・年限が５年以上であること
・発行額5,000万円以上であること

資 金 使 途 運転資金・設備資金

経済

課長 係長 　　　　金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 辻本　裕高 安部　泰一郎

19,800 8,000 8,000
決
算

19,139 17,120 19,570
19,139 17,120 19,570

令和４年度
予
算

20,000 25,000 19,800 予
算

8,000 8,000
20,000 25,000

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

0 17,000
増△減 △ 9,000 0 0 0 0 0 △ 9,000

令和元年度 17,000 0 0 0 0
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 8,000 0 0 0 0 0 8,000

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県 諸収入

２　多様な資金調達推進事業
(2) 私募債発行支援事業

2 2

令和元年度
事業評価書

番号

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 金融

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-5
5

政策番号 主な施策番号

補助金支出

①金融機関（取扱金融機関）への私募債発行の申込み

③私募債引受（取扱金融機関）

②審査（取扱金融機関）

横浜市（金融課）

横浜市（金融課）

請求

事業スキーム概念図

要件を満たす
市内中小・中堅企業

交付申請

交付決定

④発行企業へ補助金の還付（取扱金融機関）

策



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

＜令和２年度実施内容＞

【 実績及び今後見込み 】 （単位：件、人）

【 事業費の内訳 】 　　（単位：千円）

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】

　神奈川県・企業倒産状況(㈱東京商工リサーチ)、神奈川県「休廃業・解散」動向調査(㈱帝国データバンク)、

　貸付条件の変更等の状況の推移（金融庁）

（ 局 － ）

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 金融

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-5
6

政策番号 主な施策番号

３　中小企業経営安定事業 令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

令和２年度 30,000 0 0 0 0 30,000
補助事業
単独事業 補助率

令和元年度 21,625 21,625
増△減 8,375 0 0 0 8,375

26,755
28,100

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

26,755

令和４年度
予
算

28,100 25,568 24,027 予
算

26,755

23,391 23,649 20,950

25,568 24,027 26,755

　経営の安定や改善に取り組む中小企業に対し、経営相談・診断、金融相談、国のセーフティネット保証等の認定を実施するとと
もに、一度事業に失敗した企業経営者に対し、事業への再挑戦を支援する再挑戦支援事業を実施することにより、中小企業の下支
え及び再活性化を支援します。また、令和２年度は横浜情報文化センターへ執務室を移転します。

　経営診断事業は、中小企業の自主的な経営改善意欲を支援するため、必要に応じて横浜市中小企業支援センター(公益財団法人横
浜企業経営支援財団、以下IDEC横浜)とも連携を図りながら実施します。原則として、経営安定に関する支援は相談認定係、創業・
経営革新に関する支援等についてはIDEC横浜が担当します。
　国のセーフティネット保証等認定業務は、中小企業の円滑な資金調達を支援するために実施します。
１　経営診断事業

(1) 経営診断事業
経営診断事業では、以下の内容の経営相談・診断を実施しますが、経営診断にあたっては、必要に応じて外部専門家の

　　参画を得て実施します。
①経営相談：市内中小企業の日々の経営課題に応じた経営相談を実施します。
②経営安定診断：経営の悪化に直面し、経営の安定や改善に取り組む中小企業に対し、「売上減少の改善策」や「資金繰

り対策」「経営改善計画作成支援」など、課題に応じた幅広い内容のコンサルティングを実施します。
③コンピュータ財務診断：財務的な診断を希望する企業を対象に、財務分析システムを利用した財務診断を実施し課題を

発見します。
④行政プロジェクト診断：局内の事業に対応し、財務分析を中心とした診断を実施します。

(2) 地域支援機関連携支援事業
横浜市信用保証協会と連携し「転ばぬ先の杖診断」を実施します。また、必要に応じてIDEC横浜など他の地域支援機関

　　と連携し、中小企業の経営改善のための相談・診断を実施します。
２　再挑戦支援事業
　　再挑戦支援窓口を運営するとともに、再チャレンジアドバイザーの派遣などを実施します。
３　セーフティネット保証等認定業務
　  市内中小企業の資金調達支援のため、国のセーフティネット保証及び経営安定資金等の資格認定業務を行います。
４　その他
　　財務分析システムの保守費、執務室移転に伴う経費及びその他事務費

決
算

23,391 23,649 20,950

H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R元年度見込み R２年度見込み R３年度見込み

経営相談件数 2,976 2,490 2,992 2,603 2,500 2,500 2,500
経営診断件数 376 367 343 332 350 350 350

認定窓口来庁者数 983 817 809 279 300 300 300

R元年度 R２年度 差引
16,809 16,683 △ 126

200 317 117
2,702

21,625 30,000 8,375

　平成16年度

1,914

経済

　横浜市経営診断事業実施要領、横浜市再挑戦支援事業実施要綱、中小企業信用保険法

課長 係長 相談認定係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川　政男 田村　亮 関川　貴生

３セーフティネット保証等認定業務
２再挑戦支援事業

４その他

１経営診断事業

合計

外部専門家報償費
外部専門家報償費
労力その他の調達費
財務分析システム保守費、執務室移転費及びその他事務費

説明

中期計画-３８の政策



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 5 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

【 実績及び今後見込み 】

融資枠・予算額の推移 （単位：千円）

R２ － － － － 677,000
R元 － － － － 809,000
H30 － － － － 1,121,000
H29 － － － － 1,315,000
H28 － － － － 1,536,000
H27 － － － － 1,825,000
H26 － － － － 2,181,000
H25 － － － － 3,004,000
H24 － － － － 3,613,000
H23 － － － － 4,337,000
H22 － － － － 4,621,000

30,866,000
H21 4,750,000 750,000 9,760,000 15,260,000 41,375,000

H19 3,500,000 20,000,000 23,500,000 30,129,000
H20 3,850,000 650,000 2,500,000 7,000,000

一般（有利子） 一般（無利子） 直接貸付 合計 預託金

H17 500,000 7,000,000 7,500,000 5,137,000
H18 500,000 7,000,000 7,500,000 7,858,000

H15 500,000 7,000,000 7,500,000 3,401,000
H16 500,000 7,000,000 7,500,000 6,591,000

特定開発 一般開発 合計 貸付金
H14 500,000 7,000,000 7,500,000 8,761,000

年度 融　資　枠 予　算　額

融資方法 　取扱金融機関による貸付

融資利率
　原則として1.5％
  ただし、対象事業のうち公益性の観点から収益性が極めて低い内容を有するなどの条件を満たした
場合は、無利子を適用することができる。

融資期間
  20年以内

※事業者が経済情勢の変化等により資金の返済に支障をきたした場合は融資期間を延長可能

１　事業内容
　　横浜経済の持続的な発展を目的に、中小・中堅企業の高度化のための施設整備や、市が定める重点産業支援、
　企業誘致推進に伴うインフラ整備などに対する政策的融資の既存分の融資残高に応じた預託額を、実施主体の
　公益財団法人横浜企業経営支援財団を通して、取扱金融機関に預託します。
　　なお、制度見直しにより、23年度に新規貸付を廃止しました。

２　融資条件

融資対象者
・組合　・会社（株式会社・合同会社）　・公益法人　・人格なき社団
・ＬＬＰ（有限責任事業組合）　・ＮＰＯ法人

対象事業
・商店街等の整備　・共同施設整備　・市が定める重点産業支援事業
・知財活用事業化支援　・企業誘致促進インフラ整備

0 0 0
決
算

1,529,000 1,294,000 960,000
0 0 0

令和４年度
予
算

1,536,000 1,315,000 1,121,000 予
算

526,000 386,000
0 0

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

0 0
増△減 △ 132,000 0 0 △ 132,000 0 0 0

令和元年度 809,000 0 0 809,000 0
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 677,000 0 0 677,000 0 0 0

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県 諸収入

４　産業活性化資金融資事業 令和元年度
事業評価書

番号

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 金融

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-5
7

政策番号 主な施策番号

中期計画-３８の政策



【 事業費の内訳 】
（単位：千円）

預託必要額

産業活性化資金

産業開発資金

平成7年度以前の融資利率：2.5％ ・・期中平均残高× 0 （設定利率が2.5％の残高分については
（※） 　預託は行わない）

平成8年度以降の融資利率：1.5％ ・・期中平均残高× 1/4
（※）

・特定開発・・・・・・・・・・・・・・・期中平均残高と同額
（※）

※融資期間（20年）を越えた延長分も含む

（参考）･･･貸付方法
【一般貸付(有利子)】

【 事業スケジュール 】
・年間を通した融資案件の債権管理
・既存融資先に関する公益財団法人横浜企業経営支援財団との調整

【事業開始年度】
・事業開始年度：平成2年8月

産業開発資金（平成2年～18年）
　横浜経済の確立を図るため、中小・中堅企業の高度化、商店街・工業団地整備、新しい成長産業の育成等を対象に実施
産業活性化資金（平成19年～）
　知財活用事業化支援、誘致インフラ等の対象事業等を加えるとともに、直接貸付を導入する等制度を拡充
　平成23年度に新規貸付廃止

【 根拠法令 】
横浜市産業活性化資金融資事業実施要綱

【 根拠とするデータ等 】
預託額見込み（公益財団法人横浜企業経営支援財団）

（ 局 － ）

・一般開発

683,000 △ 113,000
合　　計 677,000 809,000 △ 132,000

・一般貸付（有利子分・融資利率：1.5％）・・・・・・　期中平均残高×　１/４

小　計 107,000 126,000 △ 19,000

産業
開発
資金

特定開発 241,000 293,000 △ 52,000
一般開発

残高分
差引

令和２年度 令和元年度
産業
活性化
資金

一般貸付(有利子) 107,000 126,000 △ 19,000

小　計 570,000
329,000 390,000 △ 61,000

経済

課長 係長 金融係

本資料は、公正・適正に作成しました。 長谷川 政男 辻本　裕高 安部 泰一郎

横浜市 横浜企業経営支援財団 取扱金融機関

預託

中小企業又は中堅企業等

貸付

返済

貸付残高の一部を寄託

預託金の返還寄託金の返還
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（様式①）

[経済局]  ５款　 １項　 ８目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
「横浜で働こう！」
推進事業

44,500 44,500 53,130 53,130 △ 8,630 △ 8,630 ○

2 職業訓練事業 157,896 30,354 157,980 31,390 △ 84 △ 1,036 ○

3
職能開発総合センター
管理運営事業

24,575 24,196 24,370 23,981 205 215

4 技能職振興事業 15,100 15,000 16,784 16,638 △ 1,684 △ 1,638 ○

5 技能魅力発信事業 3,000 3,000 5,000 5,000 △ 2,000 △ 2,000 ○

6 勤労行政推進事業 8,782 8,782 9,223 9,223 △ 441 △ 441

7 勤労者生活資金預託金 350,000 0 350,000 0 0 0

8
シルバー人材センター
助成事業

64,690 64,690 70,590 70,590 △ 5,900 △ 5,900 ○

9
技能文化会館
管理運営事業

142,350 139,425 142,273 139,348 77 77

10
横浜ワークスタイル
イノベーション推進事
業

0 0 14,000 7,000 △ 14,000 △ 7,000 ○

計 810,893 329,947 843,350 356,300 △ 32,457 △ 26,353

事　業　計　画　書　目　次

増△減（２－元）
新
規
・
拡
充

38
の
政
策

計画
書頁 事　　業　　名

令和２年度 令和元年度



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

（１）「横浜で働こう！」推進事業
① 横浜市就職サポートセンター事業【継続】

個別相談や就職支援セミナー、若年者及び再就職を目指す女性を対象としたインターンシッププログラムやシニア向け就
職支援プログラムなど求職者個々の必要性に応じた支援メニューを組み合わせて提供することで、就職相談から就職後の
定着支援まで、一貫したサポートを実施する。また、令和元年度から実施しているミドルエイジ向け就職支援プログラム
については、内容及び方法を充実させ実施する。さらに、外国人を対象とした支援として、横浜で就職を希望する外国人
人及びその受入れに意欲的な市内中小企業等が直接交流するための、合同企業説明会（外国人のための就職応援フェア）
等を実施する。

② 合同就職面接会・合同企業説明会【継続】
合同就職面接会などによる、求職者と企業の採用担当者との面談の場を提供する。

③「横浜で働こう！」広報等【継続】
就労支援情報を発信するポータルサイトの運用や広報媒体の作成等を行い、「横浜で働こう！」推進事業の周知を進める。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール（予定） 】

開催×2 開催×1 開催×1 開催×1

【 事業開始年度 】

地域連携雇用促進事業　平成18年度　（局再編により市民局より編入時に、事業名称･内容等を整理）

【 根拠法令 】

職業安定法、雇用対策法　等

【 根拠とするデータ等 】

労働力調査（総務省）、神奈川県労働力調査報告（神奈川県）、男女共同参画白書（内閣府）、

横浜市景況・経営動向調査第105回特別調査（横浜市経済局）

（ 局 － ）

横浜市就職サポートセンター事業への事業統合による減

R元年度見込
相談者数・セミナー等

参加者数

延べ2,350人
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等参加者数（※ミドル含む）

定員100人

3月

差引
△ 700

11月 12月 1月 2月

5回程度
150人程度

広報等の実施

R３年度見込
相談者数・セミナー等

参加者数

延べ2,350人
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等参加者数

定員100人程度
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等参加者数

定員101人程度

R２年度見込
相談者数・セミナー等

参加者数

①横浜市就職サポートセンター事業

②合同就職面接会・合同企業説明会

③「横浜で働こう！」広報等

R元年度
41,700
6,050

380
5,000

53,130

R２年度
「横浜で働こう！」推進事業

4月 5月

④外国人材就労支援事業
合計

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 二宮　繁治 髙橋　豪紀

48,400 44,500 44,500

H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績

①横浜市就職サポー
トセンター事業

相談者数・セミ
ナー等参加者数

相談者数・セミ
ナー等参加者数

相談者数・セミ
ナー等参加者数

延べ2,906人 延べ2,529人 延べ2,904人
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加者数 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加者数

決
算

46,295 45,362 47,699
46,295 45,362 47,699

令和４年度
予
算

47,030 46,880 48,400 予
算

44,500 44,500
47,030 46,880

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

53,130
増△減 △ 8,630 0 0 0 0 0 △ 8,630

令和元年度 53,130
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 44,500 0 44,500

28 3

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

1 「横浜で働こう！」推進事業
1 2

27 2 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
1

政策番号 主な施策番号

③「横浜で働こ
う！」広報等 広報等の実施 広報等の実施 広報等の実施

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加者数

106人(定員105人） 100人(定員100人) 95人（定員100人）

(新規)シニア企業説
明会　 61人

(新規)企業交流会

15社

②合同就職面接会・
合同企業説明会

7回 7回 7回
148人 135人 95人

41,000
3,300

200
0

44,500

②合同就職面接会・合同企業説明会

③「横浜で働こう！」広報等

①横浜市就職サポートセンター事業

延べ2,350人

6月

(新規)ミドルエイジ向け就職
支援プログラム　定員20人

6回
150人

広報等の実施

△ 2,750
△ 180

△ 5,000
△ 8,630

7月 8月 9月 10月

説明
委託内容の見直しによる減
委託内容及び会場の見直し等による減
広報内容及び委託内容の見直しによる減

5回程度
150人程度

広報等の実施

（新規）合同企業説明会（外国人
のための就職応援フェア）　年1回

合同企業説明会（外国人のための
就職応援フェア）　年1回

R２年度

通年実施



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

【 実績及び今後見込み 】
中央職業訓練校の運営（就労困難者（ひとり親家庭の親、生活保護受給者）、一般離職者を対象とした訓練を実施）

※平成25年度に「医療･調剤事務ＯＡ科」を新設している。平成26年度から「介護･医療事務ＯＡ科」は定員数の一部を一般枠としている。

同年から表中　「ＩＴ・Ｗｅｂプログラミング科」「ＩＴビジネス科」「医療･調剤事務ＯＡ科」「介護総合科」の４科は定員の一部に

優先枠を設けた。

【 事業費の内訳 】

【 事業開始年度 】
昭和33年度

【 根拠法令 】

職業能力開発促進法、同施行令、同施行規則、横浜市中央職業訓練校条例、同施行規則

【 根拠とするデータ等 】

労働力調査、労働市場月報、公共職業訓練等の実施状況

（ 局 － ）

合計 157,896 157,980 △ 84

訓練委託費 125,400 124,808 592 消費税率上昇に伴う増
その他経費 11,290 11,642 △ 352 実績による減

２年度 元年度 増△減 説明
直接人件費 21,206 21,530 △ 324 制度移行による減

ひとり親等 88 87.1 85 85.9 59 81.9 62 83.8

70.6 7 77.8 17 81.0

合計
合計 486 87.3 433 79.6 446 80.1 423 82.9
一般 398 87.3 348 78.2 387 79.8 361 82.8

90.9

パソコン基礎科
合計 62 80.5 55 72.4 56 72.7 60 77.9
一般 47 82.5 43 72.9 49 72.1 43 76.8

ひとり親等 15 75.0 12

88.5
一般 29 82.9 18 58.1 29 74.4 36 87.8介護･医療事務ＯＡ科
合計 46 80.7 33 64.7 42 75.0 46

ひとり親等 17 77.3 15 75.0 13 76.5 10

ひとり親等 21 95.5 24 100.0 14 82.4 16 88.9

62.5 7 87.5 4 100.0

ＯＡ経理科
合計 49 83.1 51 86.4 43 78.2 53 93.0
一般 28 75.7 27 77.1 29 76.3 37 94.9

66.7

介護総合科
合計 75 94.9 63 87.5 66 86.8 43 81.1
一般 65 94.2 58 90.6 59 86.8 39 79.6

ひとり親等 10 100.0 5

81.3
一般 69 93.2 57 81.4 68 85.0 61 82.4医療･調剤事務ＯＡ科
合計 81 94.2 68 84.0 73 84.9 65

ひとり親等 12 100.0 11 100.0 5 83.3 4

ひとり親等 10 90.9 11 100.0 5 83.3 7 100.0

83.3 4 80.0 3 50.0

ＩＴビジネス科
合計 80 92.0 73 82.0 70 81.4 72 85.7
一般 70 92.1 62 79.5 65 81.3 65 84.4

100.0

ＩＴ・Ｗｅｂプログラミング科

合計 63 77.8 55 68.8 61 72.6 55 71.4
一般 62 78.5 50 67.6 57 72.2 52 73.2

ひとり親等 1 50.0 5

96.7
一般 28 96.6 33 97.1 31 93.9 28 96.6ＣＡＤ製図科
合計 30 96.8 35 97.2 35 94.6 29

ひとり親等 2 100.0 2 100.0 4 100.0 1

年度 27年度 28年度 29年度 30年度
年間定員 600人 600人 600人 600人

対象 就職者 就職率(%) 就職者 就職率(%) 就職者 就職率(%) 就職者 就職率(%)

4回 80人 32人 48人
合計 － 24回 600人 163人 437人 － 24回 600人 163人 437人
パソコン基礎科 2か月 4月・7月・10月・1月 20人 4回 80人 32人 48人 20人

3回 60人 30人 30人
介護･医療事務ＯＡ科 3か月 4月・7月・12月 20人 3回 60人 45人 15人 20人 3回 60人 45人 15人
ＯＡ経理科 3か月 4月・7月・12月 20人 3回 60人 30人 30人 20人

3回 90人 9人 81人
介護総合科 3か月 5月・9月・12月 30人 3回 90人 9人 81人 30人 3回 90人 9人 81人
医療･調剤事務OA科 3か月 5月・9月・12月 30人 3回 90人 9人 81人 30人

3回 90人 9人 81人
ＩＴビジネス科 3か月 5月・9月・12月 30人 3回 90人 9人 81人 30人 3回 90人 9人 81人

ＩＴ･Ｗｅｂプログラミング科 3か月 5月・9月・12月 30人 3回 90人 9人 81人 30人

合計 ひとり親等 一般
ＣＡＤ製図科 6か月 4月・10月 20人 2回 40人 20人 20人 20人 2回 40人 20人 20人

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
2

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

２　職業訓練事業
1 2

令和元年度
事業評価書

番号

諸収入 市債 一般財源

令和２年度 157,896 127,480 62 30,354

単独事業 補助率
補助事業

31,390
増△減 △ 84 952 0 0 0 0 △ 1,036

令和元年度 157,980 126,528 62

決
算

125,610 123,022 128,789
29,120 31,617 34,855

令和４年度
予
算

150,280 153,405 154,690 予
算

157,896 157,896
25,948 28,523

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 石川　裕純 山口　航 大熊　和子

29,808 30,354 30,354

一般の離職者やひとり親等に対し、職業に必要な知識や技能を修得させるために職業訓練を行い、就職活動を支援する。

訓練科名
訓練
期間

入校時期
元年度見込 ２年度見込

定員 回数 合計 ひとり親等 一般 定員 回数



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
職能開発総合センターの管理運営を適切に行う。
訓練校の教室の一部を貸会議室として、訓練に支障のない範囲で目的外使用により貸し出す。

【 実績及び今後見込み 】
教室利用実績等

(1)利用人員
(2)利用料

【 事業費の内訳 】

合　　計

【 事業スケジュール 】
管理運営（通年）
目的外使用（通年）

【 事業開始年度 】
昭和57年度

【 根拠法令 】
職業能力開発促進法、同施行令、同施行規則、横浜市中央職業訓練校条例、同施行規則
消防法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、横浜市中央職業訓練校の教室の目的外許可に関する要綱

【 根拠とするデータ等 】
各種委託業務定期点検報告書

（ 局 － ）

24,575 24,370 205

設備管理保守委託関連 15,750 15,550 200 法定点検実施による増
その他 725 720 5 賠償責任保険加入義務による増

光熱水費 7,100 7,100 0
修繕料 1,000 1,000 0

900人
129千円 108千円 122千円 120千円 120千円 120千円 120千円

２年度 元年度 増△減 説 明

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
3

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 使用料

３　職能開発総合センター管理運営
事業 令和元年度

事業評価書
番号

諸収入 市債 一般財源

令和２年度 24,575 0 232 147 24,196

単独事業 補助率
補助事業

23,981
増△減 205 0 0 △ 6 △ 4 0 215

令和元年度 24,370 238 151

決
算

24,813 24,566 29,106
24,451 24,181 28,728

令和４年度
予
算

31,458 29,198 30,205 予
算

24,575 24,575
31,070 28,790

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 石川　裕純 山口　航 増子　裕介

29,842 24,196 24,196

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込
951人 776人 909人 869人 900人 900人



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容】
＜目的・必要性＞
　長い伝統や文化の中で培われてきた優れた技能は、市民生活を支えるとともに、潤いや豊かさをもたらす、市民の方々が
共有する貴重な財産であり、横浜市民の誇りである。
　こうした技能職の多くは、横浜経済の一翼を担う中小・零細企業であることから、手仕事・手作業の素晴らしさや重要性
などのＰＲ、事業継承や人材確保など技能職振興に必要な支援を行うことで、中小・零細企業の活性化、横浜経済の発展に
つなげていく必要性がある。

＜実施内容＞
　市民生活に身近な技能職（手仕事、手作業を主体とした職業）の振興及び貴重な技能の継承を図るための各種事業を実施。
①横浜マイスター事業：卓越した技能を持ち後継者育成への意欲を有する技能職者に「横浜マイスター」の称号を贈るとと

もに、活動奨励金を支給する。また、横浜マイスターの活動を通じて横浜マイスターの技の魅力を伝え後継者育成等を図る。
②技能職者の表彰：長年同一の職業に従事し、技能の優れた技能職者を表彰する。
③技能職振興事業補助：横浜市技能職団体連絡協議会が実施している技能職振興のための各種事業に対する助成を行う。
④技能職者育成奨励事業：全国レベルの競技会で優れた業績をあげた若手技能職者の表彰及び支援や技能職の後継者育成の

ための事業を助成し奨励する。
⑤技能職継承支援事業：技能職者の育成、及び技能継承を目的とし、技能職のＰＲにつながるイベントの企画運営を行う。

また、中学生や高校生などを対象とした技能職の見学会事業等を行う。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

①平成８年、②昭和42年、③昭和46年、④平成19年、⑤平成27年

【 根拠法令 】

①横浜マイスター要綱、②横浜市技能功労者等表彰要綱、③技能職振興事業補助金交付要綱、

④横浜市技能職者育成奨励事業要綱・横浜市技能職者育成事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

〇国政調査（1980～2010年度） 〇第97回横浜市統計書

（ 局 － ）

令和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
4

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入

4 技能職振興事業
1 4

令和元年度
事業評価書

番号

令和２年度 15,100 0 100

市債 一般財源

15,000
補助事業

補助率

令和元年度 16,784 146 16,638
単独事業

0 △ 1,638

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度 令和４年度

増△減 △ 1,684 0 0 △ 46 0

決
算

16,167 13,385 15,388
15,853 13,078 15,068

15,100
16,012 15,488 17,355 15,000 15,000

予
算

16,540 15,888 17,748 予
算

15,100

28年度実績 29年度実績 30年度実績 令和元年度見込 令和２年度見込 令和３年度見込

２人
①-2 マイスター活動件数、述べ人数 38件／81人 53件／103人 45件／100人 45件／100人 45件／100人 45件／100人
①-1 マイスター選定数 ２人 １人 1人 ３人 ２人

105人
③補助金等 4,019 4,608 3,816 3,830 3,830 3,830
②表彰人数 111人 100人 85人 85人 105人

３人、６件
⑤ハマの職人展　来場者数 約500人 約500人 1,180人 1,200人 1,200人 1,200人
④育成事業表彰人数、助成件数 ３人、５件 １人、６件 １人、６件 １人、６件 ３人、６件

令和２年度 令和元年度 差引 説明
①横浜マイスター事業 7,151 7,841 △ 690
②表彰事業 838 846 △ 8 実績に基づく減
③技能職振興事業補助等 3,550 3,550 0
④技能職者育成奨励事業 1,407 1,407 0

合計 15,100 16,784 △ 1,684
⑤技能職継承支援事業 2,154 3,140 △ 986 事業見直しによる減

３月 備考

①横浜マイスター事業 募集 調査 選考委員会
称号授与式
マイスター

まつり
派遣活動は随時

９月 10月 11月 12月 １月 ２月４月 ５月 ６月 ７月 ８月

③技能職振興事業補助 執行
②表彰事業 募集 選考委員会

技能まつり

④技能職者育成奨励事業 執行

表彰式典

報告
表彰式典 報告

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 水口　章史 小林　沙絵子

⑤技能職継承支援事業 調整 見学会～ 展示会



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（  年  月 ）・無

【事業の目的・必要性】
　東京2020年オリンピック・パラリンピック開催により国内外から多くの方々が横浜を訪れることが見込まれる。
この機会を捉え、外国人観光客をはじめとする来街者や市民を対象に技能体験イベント等を実施することで、
横浜の優れた技能の魅力を国内外に発信し、そのブランド化を図るとともにシティプロモーションを推進することを目的とする。

【令和２年度実施内容と期待される効果】
　東京2020年オリンピック・パラリンピック開催により、国内外から多くの方々が横浜を訪れる好機を捉え、
シティプロモーションの一環として、また、コト消費を含む新たなビジネスチャンスにつなげるため、
外国人観光客をも意識した和の技能披露イベント等を実施し、横浜の技能の魅力を発信する。

「ヨコハマ 和の匠の技」（仮称）の実施

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

令和元年度

【 根拠法令 】

〇「ラグビーワールドカップ2019　東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた横浜市の取組」（令和元年５月改定）

【 根拠となるデータ等 】

〇国政調査（1980～2010年度） 〇第97回横浜市統計書

（ 局 － ）

　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 水口　章史 小林　沙絵子

「和の匠展」等

４月 ５月 ６月

④広報宣伝事業 0 1,000

課長 係長

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 ２月 ３月 備考１月

令和２年度 令和元年度 差引 説明
①HAMAｰTORY 0 2,000 △ 2,000

△ 1,000 広告宣伝費はイベントに計上
合計 3,000 5,000 △ 2,000

②和の匠展 3,000 1,500
③ＩｏＴプロダクト展示等での情報発信 0 500 △ 500

令 和 ２ 年 度 事 業 計 画 書 （ 局 ・ 総 括 本 部 ）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額

5 技能魅力発信事業
1 4

令和元年度
事業評価書

番号

市債

1,500 事業を集約

一般財源

5,000

令和４年度

国 県

0
補助事業

令和２年度 3,000 3,000
0

令和元年度 5,000
単独事業 補助率

予
算

0 0
- -

増△減 △ 2,000 0 0 0 0 0 △ 2,000

歳出 令和３年度

経済

- 0 0
決
算

- - -
- - -

　外国人観光客等に横浜の「和」の魅力をアピールするために、「和」の横浜マイスターなどによる技能披露（実演・体験
指導・作品展示）等を行う「ヨコハマ 和の匠の技」（仮称）を実施する。

令和元年度見込 令和2年度見込
①HAMAｰTORY　来場者数 3,000人

予
算

- - -

②和の匠展　来場者数 200人 250人
③ＩｏＴプロダクト展示　来場者数 1,000人

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度

調整・広報 実施



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

１ 勤労者団体文化振興費等補助金
　勤労者の福祉の向上・相互交流を目的に行われる勤労福祉団体等の自主的な活動を奨励し支援する。
　勤労福祉団体等が主催する労働教育、安全・衛生教育活動等に対する補助を実施する。

２ 労働団体等各種団体連絡調整

３ 駐留軍離職者対策
　駐留軍施設の離職者の安定した生活を確保するため、必要な対策の促進を図る。

４ ワーキングガイドの発行
　被雇用者･企業などを対象とした労働法制周知啓発冊子「ワーキングガイド」等を発行する。

５ 労働相談の実施及びがん患者専用労働相談の実施

【 実績及び今後見込み 】
・主な補助金額推移 (単位:千円)

・労働法制周知啓発冊子の発行（部数）

・労働相談（がん患者専用相談窓口）

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

・ 勤労者団体文化振興費等補助金支出（通年・随時） ・ 労働団体要請に係る対応（通年）

・ 横浜市駐留軍関係離職者等対策協議会委員委嘱(10月） ・ 労働福祉団体行事への調整（通年）

・ （一財）神奈川県駐労福祉センター補助金支出（5月） ・ ワーキングガイド等の発行（11月）
・ 労働相談の実施（通年・がん患者専用相談窓口：毎月第４金曜日） ・ がん就労対策セミナー開催（12月）

【 事業開始年度 】
・横浜市駐留軍関係離職者等対策協議会（昭和36年）・勤労者団体文化振興費等補助金（昭和55年）・労働相談（昭和37年）

・県駐労福祉センター補助金（平成8年）・ワーキングガイド作成（平成12年）・がん患者専用相談窓口（平成27年）

【 根拠法令 】
・ 駐留軍関係離職者等臨時措置法（昭和33年5月 法律第158号）
・ 横浜市駐留軍関係離職者等対策協議会条例（昭和36年12月  条例第37号）
・ 横浜市がん撲滅対策推進条例（平成26年6月　条例第42号）

【 根拠とするデータ等 】
神奈川県労働組合基礎調査結果(30年12月)

（ 局 － ）経済

計 8,782 9,223 △ 441

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 野中　一浩 神内　由香

がん患者支援 320 344 △ 24 実績に伴う経費節減

事務費 1,295 1,662 △ 367 実績に伴う経費節減

駐留軍離職者対策 800 800 0

ワーキングガイド作成 250 300 △ 50 印刷部数見直しによる減

区 分 ２年度 元年度 増　△　減 説 明

勤労者団体文化振興費等補助 6,117 6,117 0

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

がん患者専用窓口 17件 14件 17件 16件 25件 25件 25件

ワーキングガイド 3,000部 3,000部 3,000部 3,000部 3,000部 3,000部 3,000部
その他の啓発冊子 28,000部 14,000部 10000部 10000部 10000部 3000部 3000部

計 6,914 6,917 6,917 6,917 6,917 6,917 6,917

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込

神奈川県メーデー実行委員会 77 77 77 77 77 77 77
県駐労福祉センター 800 800 800 800 800 800 800

横浜労働者福祉協議会 3,990 3,993 3,993 3,993 3,993 3,993 3,993
神奈川中央メーデー実行委員会 708 708 708 708 708 708 708

神奈川県労働組合総連合 0 0 0 0 0 0 0
横浜労働組合総連合 180 180 180 180 180 180 180

0 0 0 0 0 0
横浜地域連合 1,159 1,159 1,159 1,159 1,159 1,159 1,159
連合神奈川 0

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
5

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

6 勤労行政推進事業 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和２年度 8,782 0 8,782

単独事業 補助率
補助事業

9,223
増△減 △ 441 0 0 0 0 0 △ 441

令和元年度 9,223

決
算

8,010 8,356 8,735
8,010 8,356 8,735

令和４年度
予
算

8,199 9,523 9,473 予
算

8,782 8,782
8,199 9,523

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

9,473 8,782 8,782

　市内で働く人たちの福祉向上・相互交流と、離職者の安定した生活の確保を目指して、勤労福祉団体・労働団体等との連絡調整
や駐留軍離職者対策等を実施するとともに、労働法制の周知啓発、及び労働相談を実施する。

　勤労者、経営者、勤労福祉団体等と連携を図りながら、市内労働事情の把握に努め、市政への理解と協力を求めるととも
に、関係行政機関との相互連絡を密にし、本市勤労行政の推進を図る。

　横浜しごと支援センターで実施している労働相談において、定期的にがん患者を対象に設置している相談窓口のＰＲを行う
(医療局と連携して実施)。また、がん患者の就労に係るセミナーを開催する。

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込 ２年度見込 ３年度見込



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
市内勤労者の生活の向上及び利便を図り、勤労者の生活安定のための貸付事業を行う。
貸付業務は、福祉金融機関である中央労働金庫に貸付原資を預託し、中央労働金庫が制度を運用する。
(1) 貸付制度の概要

ア 貸付内容
① 福利厚生のための資金貸付
② 仕事と家庭の両立のための資金貸付

イ 貸付対象
市内に在住又は在勤する勤労者

(2) 預託先
中央労働金庫横浜支店

(3) 預託金額
350,000,000円

(4) 預託方法
無利息（普通預金無利息型決済預金）

(5) 預託期間
令和2年4月1日～令和3年3月31日

【 実績及び今後見込み 】
横浜市勤労者生活資金等貸付 （単位：件、千円）

【 事業費の内訳 】
（単位：千円）

【 事業スケジュール 】
令和2年4月 1日　預託
令和3年3月31日　預託金返還

【 事業開始年度 】
昭和55年度 勤労者金融預託
平成 7年度 育児介護休業生活資金預託
平成11年度 勤労者生活資金預託（勤労者金融預託と育児介護休業生活資金預託の一本化)

平成19年度 プロパーローン原資への預託から自治体提携ローン原資への預託へ移行

【 根拠法令 】

横浜市勤労者生活資金貸付に関する事務取扱要綱

【 根拠とするデータ等 】

貸金業関係資料集（平成30年度）

（ 局 － ）

合 計 350,000 350,000 0

令和２度 令和元年度 差　引 説 明
貸　付　金 350,000 350,000 0

新規貸付
件数 76 60 33 28 30 30 30

金額 78,970 70,810 34,420 33,270 30,000 30,000 30,000

301 350 350 350

金額 426,331 332,296 246,522 192,562 245,000 245,000 245,000

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
6

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入

7 勤労者生活資金預託金 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和２年度 350,000 0 350,000 0

単独事業 補助率
補助事業

0
増△減 0 0 0 350,000 0 0 0

令和元年度 350,000

決
算

350,000 350,000 350,000

令和４年度
予
算

350,000 350,000 350,000 予
算

350,000 350,000
歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 野中　一浩 近藤　優太郎

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 令和元年度見込 令和２年度見込 令和３年度見込

累計貸付
件数 537 459 372



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策 〇
中期計画-行政運営 ○
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

■シルバー人材センターの事業内容

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
令和2年4月～令和3年3月 事業補助金交付

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

公益財団法人シルバー人材センター定款

横浜市シルバー人材センター事業補助金交付要綱

横浜市特定協約団体との協約

【 根拠とするデータ等 】

平成30年「高年齢者等の雇用の状況」集計結果

神奈川県労働力調査

横浜市将来人口統計

（ 局 － ）

令和2年7月 神奈川県シルバー人材センター連合会会費支払い

昭和55年10月1日

(5) 前４号に掲げるもののほか、会員の多様な就業機会の確保及び地域社会、企業等における会員の能力の活用を図るため
に必要な事業

②会費 360 360 0 神奈川県シルバー人材センター連合会会費
合計 64,690 70,590 △ 5,900

R2年度 R1年度 差　引 説　　明
①補助金 64,330 70,230 △ 5,900 事業補助金

契約金額（千円） 4,449,193 3,966,013 3,730,213 3,584,566 3,917,160 3,917,160 3,917,160

会員数 （人） 11,404 10,763 9,925 9,411 10,500 10,500 10,500

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
７

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

8 シルバー人材センター助成事業
1 2

28 3 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和２年度 64,690 0 64,690

単独事業 補助率
補助事業

70,590
増△減 △ 5,900 0 0 0 0 0 △ 5,900

令和元年度 70,590

決
算

75,960 73,960 73,982
75,960 73,960 73,982

令和４年度
予
算

75,960 73,960 73,960 予
算

64,690 64,690
75,960 73,960

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 二宮　繁治 大鍛治　弘美

73,960 64,690 64,690

　健康で働く意欲を持つ定年退職者等の高年齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業
の機会を確保し、及びこれらの者に対して組織的に提供すること等により、高齢者の生きがいの充実、福祉の増進並びに社会
参加の推進を図り、もって高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与する。このシルバー人材センターの事業を
支援するため、財政支援を行う。

(1) 会員(概ね60歳以上の高年齢者)に対する臨時的・短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会の確保と提供
(2) 会員に対する職業紹介事業及び労働者派遣事業
(3) 会員の就業に必要な知識及び技能習得のための講習の実施
(4) 就業等を通じた会員の生きがいの充実、福祉の増進及び社会参加の推進を図るために必要な事業

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度見込 R2年度見込 R3年度見込



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 8 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（S60年12月条例）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

【令和２年度の実施内容】
①
②

③

【 実績及び今後見込み 】

会館日数（日）
利用者数（人）
貸館稼動率（％）

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

① 会館運営（通年） 休館日：毎月第２水曜、年末年始
② 工事・修繕（随時）
③ 選定評価委員会（３回）

【 事業開始年度 】

昭和60年

【 根拠法令 】

横浜市技能文化会館条例、横浜市技能文化会館条例施行規則

【 根拠とするデータ等 】

指定管理料：横浜市技能文化会館の管理運営に関する年度協定書、工事委託料：見積書

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　秩朗 水口　章史 堀部　剛

141,672 139,425 139,425

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度見込 令和２年度見込

347 348 347 347 347 348

決
算

135,506 135,117 143,687
132,581 132,229 140,805

令和４年度
予
算

135,730 135,130 144,597 予
算

142,350 142,350
132,816 132,205

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

139,348
増△減 77 0 0 0 0 0 77

令和元年度 142,273 2,925
単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 142,350 0 2,925 139,425

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 使用料

9 技能文化会館管理運営事業 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 雇用労働

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-8
8

政策番号 主な施策番号

説明
①指定管理料 132,549 130,806 1,743 消費増税による増

347
307,410 286,030 276,760 292,220 285,980 286,804 285,980

63.5 63.7 63.8 64.3 62.6 62.6 62.6

合計 142,350 142,273 77

　技能職の振興、雇用による就業機会の確保並びに勤労者の福祉の増進及び文化の向上を図るため、横浜市技能文化会館を
管理・運営する。（平成18年度より指定管理者制度導入。現在第３期指定管理者による運営）

会館の管理運営：施設の管理運営に必要な経費（指定管理料）
施設の修繕の実施：１件あたり60万円以上の修繕に必要な経費（指定管理者との基本協定に基づく）
※施設の老朽化に伴い、突発的な緊急修繕も増えており、計画的に修繕していく必要性がある
その他委託料等：選定評価委員会開催経費

②工事委託料 9,576 11,242 △ 1,666 事業見直しによる減
③その他 225 225 0

令和２年度 令和元年度 差引
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